
１１． 事業 （取組）・投資活動の概要

１． 重点的取組（特別予算（ＡＰ）を中心に実施した取組）

　

当年度の特別予算は、 第７次 ＭＰの６つの基本戦略 （総合的目標） に適合する取組の推進を基本方

針と しま した。 ＭＰ の基本戦略に従い、 各設置校、 学科・専攻及び事務局等が一般予算による定常的

な活動に加えて、 改革・改善の新たな取組等の計画立案と予算の計算を行い、 学園全体の事業計画の

中に相互調整した上で組み込み、 相応の資金の配分のもとに積極的に取り組みました。

（１）重点的予算配分の基本的考え方

　

当年度の特別予算配分 （Ａｐ への予算配分） は、 次の取組に重点を置くことを基本的考え方として

行いま した。

１）戦略的広報・募集活動

　　　　　　　　　

・入学者の安定確保

・教育・研究の重点的情報発信

・ブランド力の向上

２）教育の質的転換

　　　　　　　　　　　　

・３つのポリ シ に基づくマネジメント確立

３）研究の高度化・特色化

　　　　　　　　　

・大学院の教育 （環境含む） 改善

研究マネジメント体制の確立

研究環境高度化

４）キャリア教育・就職支援

　　　　　　　　

・イ ンターンシップ拡大

就職満足度向上 （上場企業比率向上など）

教職協働支援

５）グローバル化・地域連携

　　　　　　　　

・派遣学生・生徒数の拡大

英語・英会話教育改善

福岡市東部・近隣地区連携強化

６）財政・ガバナンスの安定

　　　　　　　

・予算制度の高機能化

強化

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・経営管理システム実質化

ＩＲ（調査・分析、 情報公表） の積極化

（２）特別予算の編成（配分）要領

　

上記の重点的取組を推進することを趣旨として、 当年度の特別予算の編成 （配分） は以下の要領で

才千いま した。

１）大学教学予算は「２７～２９年度の３か年合計で３億円」の範囲で予算化する。過年度に続き、ＰＤＣＡ

　

サイクルの実質化 （厳格な予算配分審査、 取組の事後評価と次期見直しの徹底等） を図る。

２）法人・大学事務局予算は近年拡大傾向にあるので、 全体として所要の削減調整を行い、 予算配

　

分は ＭＰに基づいて選択的に行う。

３）短大予算は、 現状の収支状況を鑑みて、 適正な学納金の教育研究還元を考慮しつつ、 選択的予

算配分とせざるを得ない。

（７）



４）高校予算は、 近年の生徒数増加に対応し得る教育環境の整備を、 財政的自立を与件として計画

　

しなければならない。

５）教学サイ ドから学生募集、 就職教育・就活支援及び資格取得支援の強化に関して要望される予

　

算 （教学要望予算） は、 いっそう 「教職協働・全学をあげて」 の取組ができるよう積極的な予

　

算配分を行う。

６）奨学事業等の検証 （あり方見直し）

・現行の特待生制度（学業優秀者・特技優秀者活動奨励の授業料等減免）について、効果検証する。

・現行の経済事由奨学制度の拡大・充実 （授業料減免額の増額） について、 経済状況等の変化に

　

伴い、 継続の重要性を検証する。

・学生・生徒報奨制度 （学長表彰、 学部・学科表彰等） について、 さらに充実を目指し重要性を

　

検証する。

（３）ＡＰ（特別予算）の取組状況

１）学園共通及び大学のＡＰ取組

①全般的取組状況

　

上記１１－１一（１）重点的予算配分の基本的考え方に基づいて、 関係の取組を積極的に行うため、 財政

計画を与件；としつつ、 相応の高額な予算を配分しました。

　

なお、 すべての取組について、 取組成果を拡大するために、ＰＤＣＡによる進捗管理を徹底しました。

②学科等の取組

　

当年度は、２７年度～２９年度までの３か年間合計３億円の予算の範囲で、 教育研究の質的転換に向

けた取組等 （下記の４２ｆｑ；） に対して予算を配分しました。

学園共通及び大学教学の特別予算 （ＡＰ予算） 執行状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

学科・

専攻

個別の取組計画 予算 執行

実績

予算

残高

予算

執行率

電子情報 ・アクティブ・ラーニング対応型ゼミ室の整備

・「ＩＥ技術展望」 講義に関わる講師宿泊費・旅費補助

・「ロボット工学入門」学生アルバイトによる授業支援

・電子情報実験□のＳＡによる教員サポート充実

・プログラミング演習のＳＡ 導入

・物理・電子情報基礎実験学生アルバイト授業支援

・論理回路のＳＡによる授業支援 ２，１３３ １，９５５ １７７ ９１．６％

生命環境 ・食品学実験機器及び消耗品購入による教育環境整備

・生命環境科学科チューター事業

・学科共通測定機器等の維持管理と整備

・工場見学 ７’０００ ６，７９４ ２０５ ９７．０％

知能機械 ・産業人基礎教育

・英語圏外部講師招璃

（８）



（９）

（知能

機械）

・ＪＡＢＥＥ認定プログラム継続のための教育力向上

・ＣＡＥ 室 コ ン ビュ 夕の年間保守契約 ４，４５０ ４，１５８ ２９１ ９３．４％

電気 ・電気基礎学実験テーマ更新

・Ｔｅｋｂｏｔｓｐｌａｔ角ｍｓＦｏｒＬｅａｒｎｉｎｇ統 合型工学教育ＰＧ

・エンジニアリングデザイン工・Ｄにおける実習環境の充実

・反転講義におけるクリッカー導入

・自発的なりメディアル学習をサポートする環境整備事業 １１，９４０ １１，４７２ ４６７ ９６．０％

情報 ・Ｃ棟４階実験室５－１老朽計算機設備とソフトの更新

・情報工学実験ｍ・Ｎ （Ｃ棟５‐２室） の設備更新 １３，５０４ １３，４５１ ５２ ９９．６％

情報通信 ・技術者教育プログラム達成度確認ソフトウェア試作

・情報工学基礎実験 （ネットワーク実験） 機材更新

・情報工学応用実験 （アンテナ実験） の車いす学生への対応

・学生実験室の入退出管理システム

・情報工学応用実験 （光通信分野） における実験機

材及び消耗品の更新

．ＪＡＢＥＥ認定維持事業 ７，２５１ ７，０５２ １９８ ９７．２％

情報

システム

・情報物理実験用小形人間ロボット導入

・情報処理工学実験用小形人型ロボット保守

・ＪＡＢＥＥ受審の円滑な継続 ２，３７２ ２，２７７ ９４ ９５．９％

社会環境 ・法学におけるＰＢＬ（課題解決型学習） の実践

・Ｇ１ｓ教育環境整備

・学生参加型構内ビオトープ

・環境活動を中心とする環境教育の推進

・企業業界情報ＤＢ整備

・少人数ＩＴ教育の設備改善事業 ８，１７１ ７，７９１ ３７９ ９５．３％

情報処理

センター

・ＡＩ

　

マルチメ ディア演習室リプ レース及び ＰＣ 演習

室ソフトウェア改善

・学生ノートパソコンの環境整備 ９８，２１３ ９０，０８４ ８，１２８ ９１．７％

工学

研究科

．実践的高度専門職業人育成のための指導教員帯同

型工場見学 １，６００ ９６４ ６３５ ６０．３％

英語教育

ＷＧ

・ＥＣ 連携による ＴＯＥＩＣ対策講座、 ＴＯＥＩＣＩＰの実施

・英語 Ｅ‐Ｌｅａｒｎｌｎｇ （ＮｅｔＡｃａｄｅｍｙ２） 継 続 の た め の サ 」

バリプレースと再イ ンス トーノレ １，６９７ １フ３１２ ３８４ ７７．３％

合

　

計 １５８，３３１ １４７，３１７ １１，０１３ ９３．０％



③大学事務局等の取組

　

特別予算の編成 （配分） 要領を受け、 ＭＰ、 部門別運営計画及び財政計画、 並びに国の補助事業 （政

策） に基づく取組について優先的に予算配分しました。 併せて、 過年度の取組結果 （評価） を踏まえ

た取組の質的改善を徹底し、「ＰＤＣＡ予算管理サイクルの実質化」 に取り組みました。（重点となる ＡＰ

を選定し、 それらの進捗管理や事後評価への関与度合いを高めるなど）

学園共通及び大学事務局の特別予算 （ＡＰ予算） 執行状況

　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

学科・

専攻

個別の取組計画 予算 執行

実績

予算

残高

予算

執行率

経営

企画室

・学部・学科再編の調査・検証

・経営・財務評価（格付更新）、 課題抽出と改善

・ブランド力向上に向けた戦略的広報支援

・ 第 ７次 ＭＰ 「ＶｉｓｉｏｎＢｏｏｋ」 の制作及び外部発信

・第７次ＭＰの実質化に向けた実行支援

・自己点検・評価活動の推進

・全学的なデータの収集・体系化、 効率的な分

析 （調査分析ＩＲ） ６，０００ ５，８６７ １３２ ９７．７％

総務課 ・教職員研修派遣 （ＬＥＡＤ

　

ｐｒｏｇｒａｍ）

・事務職員の能力開発 （ＳＤ） １６，２５０ ３５，８４５ △ １９，５９５ ２２０．５％

広報課 ・教育・研究に重点を置いた教職協働での情報

発信力の強化 （媒体活用）

・教育・研究に重点を置いた教職協働での情報

発信力の強化 （オープンキャンパスの実施）

・コンサー ト実施による地域貢献 （ＭＡＬＴＡ

　

ジ

ョイ ントコンサー ト）

・教育・研究に重点を置いた教職協働での情報

発信力の強化 （ホームペ」ジ活用）

・学識協働ブランドイメージ創出（ＦＩＴ隊活用） ５６，９１４ ５６，１７９ ７３４ ９８．７％

入試課 ・接触者拡大に向けたチャネル・媒体の活用

・高校訪問を軸とした募集活動

・福工大のブランドイメージ創出 ５８，０００ ５８，７１６ △７１６ １０１．２％

学生課 ・新入生学外研修 （大学） の取り組み

・第 ６６ 回九州地区大学体育大会 （インカレ）

参加団体への経費支援

・サークル活動の活性化策の積極的取組（継続）

・地域共生事業 （大学・地域交流まちづくり実

行委員会／キャンパスサミット） の推進

・学生表彰制度の取り組み

・留学生支援に向けての取り組み

学科・

　

個別の取組計画 予算

　　　

執行

　　　

予算

　　　

予算

（ｌｏ）



（１１）

（学生課） ・学生相談室における学生支援体制の充実化

・ＦＩＴ 女子学生の品格向上のための各種勉強会

　

（研修会） 等の取り組み １５，５８０ １６，１２３ △５４３ １０３．４％

就職課 ・就職支援事業

・学内合同説明会

・企業ネットワーク構築（企業交流会等の開催）

・実就職率向上キャンペーン

・ターゲット企業の開拓

・保護者対象就職ガイダンス

．ＯＢ アンケ」ト調査

・就職課スタッフの育成

・プラスワンプロ ジェク ト

・教員対象就職指導セミナー

・就活マインドセット講演会

・ＯＢとの繋がりによるリクルート強化策 ３１，１０９ ２８，５０２ ２，６０６ ９１．６％

モノづく

リセ ンタ

・学生のプロジェクト活動支援

・モノづくり教育支援と啓蒙活動、地域貢献活動

・機器備品 （消耗品を含む） の整備

・ソーラ←カーのモーター更新 ９，４９８ ８，６９３ ８０４ ９１．５％

国際

戦略室

・グローバル人材育成のための学生派遣

・日米学長共同型教育プログラム （ＡＣＥＰＧ）

・シリコンバレーで学ぶ大学院キャリア形成プ

ログラム （ＳＴＡＲＰｒｏｇｒａｍ）

・キングモンクット工科大学プログラム（タイ）

・（同上） 短期研修プログラム （派遣）

・南京理工大学・青島科技大学との大半院心願

プログラム ３０，５５１ ２３，７３６ ６，８１４ ７７．６％

エクステ

ンシヨン

センター

・資格取得支援（ＭＯＳ、 日商簿記検定 ３ 級、ＩＴ

パスポート、 基本情報技術者、 エゴ検定、 リ

テールマーケティ ング（販売士）、 ＳＰＩ等講座） ５，１６２ ５，１７０ △８ １００・１％

合

　

計 ２２９，０６４ ２０４，１１１ ２４，９５２ ８９．１％



２）短大のＡＰ取組

①全般的取組状況

　

産業化が求める

　

ＣＧ 教育環境の整備をはじめ、 近隣高校との連携講座開講、 資格取得を基礎とした

カリキュラムの再構築、 国公私立大学への編入学強化、 キャリア教育科目における個別指導徹底、 低

学力対策及びＰＤＣＡを活用した授業の質改善に取り組みました。

短大の特別予算（ＡＰ予算） 執行状況（主要な取組）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

個別の取組計画 予算 執行

実績

予算

残高

予算

執行率

・新入生入学前教育、 入学直後に行うプレイスメントテスト及

びこれをもとにした補習授業

・プロジェクト学習及び専門ゼミナールの評価と取組改善

・産業界が求める実践型人材育成のための高度ＣＧ環境整備

・進路担当職員を中心とする就職意識の早期からの働きかけ

・情報関連職種への就職者数向上の取組

・国公立大学を主体とする４年制大学への編入推進（対策講座）

・城東高校工業科との連携教育、 協力校との高短連携教育

・教職員が受講する学生対応スキル向上、 アクティブラ」ニン

グ対応力向上等の教員スキルアップ研修など ２２，０９４ ２０，０６４ ２，０３０ ９０．８％

３）高校のＡＰ取組

①全般的取組状況
個別指導の強化等によって進学・就職実績を向上させ、 中学校 （中学生、 保護者、 進路指導者）・学

習塾の信頼を得る必要性が高いことを確認し、当該取組に相応の予算を配分し積極的に実施しました。

普通科では、国の新たな大学入試制度改革へ対応するため、 教科力・教科指導力向上のため教員の

校外研修を行っています。

　

また、 工業科では、ＰＣ 演習室における Ｗｉｎｄｏｗｓｌｏ 装 備 のＰＣへの入れ替え、 製作実習・工場見学の

実施により、 実際の工場等の現場により近い学習環境へのアップグレードを行い、 企業から求められ

る高い技能の要請に対応しました。

高校の特別予算（ＡＰ予算）執行状況（主要な取組）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

個別の取組計画 予算 執行

実績

予算

残高

予算

執行率

・ＰＣ演習室パソコンの Ｗｉｎｄｏｗｓｌｏへのアップグレ」 ド

・外部講師による特別授業の実施、 受験対策の強化 （小論文指

導強化等）、 教科教育力向上 （校外での教員研修支援）

・校外学習実施（工業大学・企業訪問、工業製品展示会見学など）

・進学動機付けのための難関国公立大学等オープンキャンパス

への参加費用補助

Ｃｒ教育推進に向けた電子黒板等視聴覚教材の導入など ３０，０００ ２８，３２７ １，６７２ ９４．４％

（１２）



２． 定常的取組（一般予算によって実施した取組）

（１）一般予算編成の基本的考え方

　

各設置校の学科等や事務局での定常的な活動の費用（毎年定量的に発生する消耗品費、旅費交通費、

印刷費など）、 並びに施設・設備の現状維持に要する費用 （光熱水費、 賃借料、 小規模な修繕費など）

は、 この一般予算で実施しています。 この予算は、 教育研究活動の基盤的経費であることから、 定常

的活動の質・量を継続的に維持するため、 毎年度の収支均衡を前提にした上で在籍学生・生徒数 （学

校運営の規模） に応じて予算額を決定することを基本としています。

（２）一般予算の編成（配分）要領

当年度は、 次の予算編成方針 （２８年３月２５日理事会決定） に基づき予算配分を行いました。

１）大学教学予算は、 学納金収入に見合う予算額の範囲内で、 学部・学科、 研究科、 共同施設等が

　

自主・自律的に活動し活性化することを期待・尊重して、 現行の予算配分制度を継続する。

２）短大予算も、 大学と同趣旨から学生数を基礎とする算定方法とするが、 収支状況の改善に向け

　

た予算措置として、一定の削減を継続する。この予算枠内で重点配分に努めなければならない。

３）高校予算は、 生徒数を基礎とする算定方法を継続する。 また、 諸活動の活性化及び生徒数増加

　

への対応経費は 「収支の均衡」 を要件としで慎重に行う。

４）事務局予算及び施設・設備管理予算 （管財課経常予算） は、 総額において前年度予算額を当年

　

度配分額の目安とする。

（３）一般予算の執行状況

　

当初予算の総額 （配分調整後の当初予算１７．０６億円） は、 大学及び高校の学納金改定に伴う増収（収

入増）や退職者数の減少 （支出減）等により、法人全体で前年度比３．２％（０．５億円） の増加としました。

　

また、 予算執行実績は １６，８６ 億円となり、 前年度比 ４，６％ （０，７ 億円） の増加となりました。 この結

果、 予算内の執行となりました。

　

各部門の予算執行状況や超過理由等は次のとおりです。

１）大学数学予算

　

予算内の執行となり、 問題等は生じていません。 予算残額 （１４，１８５ 千円） は、学部予備費や学科共

通費、 個人研究費、 図書館資料代 （電子洋雑誌の為替変動） 等の節減により余剰が生じたためです。

２）短大（数学・事務共）予算

　

予算内の執行となり、 問題等は生じていません。

３）高校予算

　

志願者に対する学校説明会開催費用が参加者の拡大によって当初見込みから増加したことや、 入試

システム改修費の発生等により予算超過となりました。

４）大学事務局予算

　

派遣職員の増員、強化クラブ全国大会出場経費、学生募集広告費（臨時的広告費など）などにより、

予算超過となりました。 特に、 予備費の執行は大幅な予算超過となったことから、 当該取り扱いのあ

り方等について、 有用性の確認とともに検討しなければなりません。

５）施設・設備維持予算

　

第ｍ期施設・設備整備計画の整備項目の一部を翌年度へ繰り越し（関係の予算も翌年度へ繰り越し）

たことを要因として、 予算余剰となりました。

（１３）



　

なお、 上記すべての予算について、 四半期 （３

　

か月） ごとに執行状況や計画変更の調査 ～点検を行

い、 厳格な予算管理に努め、 上記予算超過にあっても事前の承認手続き （重要性判断の協議など） を

適正に行っています。

（千円単位）一般予算の執行状況

部門等 予

　

算 決

　

算 差

　

異 予算執行率

①大学教学 （学科、共同施設等） ３９５，８５４ ３８１，６６８ １４，１８５ ９６．４％

②短期大学部 １５，８９６ １４，９７７ ９１８ ９４．２％

③高

　

校 １５４，５００ １５８，１３０ △３，６３０ １０２．３％

④大学事務局 ６８４，５４０ ６９７，５５８ △ １３，０１７ １０１．９％

⑤施設・設備営繕 （管財課） ４５６，０００ ４３４，１９０ ２１，８０９ ９５．２％

合

　

計 １，７０６，７９１ １，６８６，５２５ ２０，２６６ ９８．８％

３． 奨学事業（学業・特技特待、経済的困窮者救済等）

有能な学生・生徒や、 経済的理由によって学費の納付が困難な学生・生徒に対し、 学費の一部を補

助し、 学業の奨励・学習機会の均等に資する奨学事業を行っています。 当年度は、 学部優秀者の大学

院進学・修学支援による質向上を目的とした 「奨励金支給制度」 を新設し、８名が採用されました。

　

また、 「平成 ２８ 年熊本地震」 への対応として、 学生の被災状況に応じて学費の免除 （授業料・施設

設備費の全額、 半額、 一部免除。 対象者は、 大学１６名、 短大２名） を実施しました。

　

なお、 全体として、 事業規模は拡大し、教育研究経費の中で最も高額な支出となっていることから、

種々の奨学事業の趣旨 （下表参照） に照らし、 今後、 詳細な事業効果の検証及び事業の見直し （重要

性が認められない事業については大胆に縮小するなど） を行う予定です。

（千円単位）奨学費・対象人数の状況
′

　　

奨学の趣 旨 大学 短大 高校 合

　

計

学業奨励 ８３，７７２（１９７名） ７，０８０（１９名） ８５，５４１（２９８名） １７６，３９３（５１４名）

課外活動奨励 ６５，１９４（９４名） ２２，４６７（１３０名） ８７，６６１（２２４名）

経済的事由対応 ２７，１０５（７０名） ２，９５０（１０名） ３０，０５５（８０名）

９，８６５（３４名）同上、 外国人留学生 ９，５７０（３３名） ２９５（１名）

国際交流支援 １６，２８０（４２名） １６，２８０（４２名）

熊本地震特例措置 ４，７８・０（１６名） ２００（２名） ４，９８０（１８名）

その他 ５，０１５（５０名） ７，９８０（４０名） １２，９９５（９０名）

合

　

計 ２０６，７０２（４５２名） １５，５４０（８２名） １１５，９８８（４６８名） ３３８，２３０（１，００２名）合

　

計

　　　　

２０６，７０２ ５，５４０

（１４）



４． 施設投資等の活動（教育環境整備）

（１）第７次ＭＰの施設・設備投資計画への対応

　

第７次 ＭＰの策定と第４次財政計画の改訂における議論で、 これからの施設・設備の整備は、「第７

次 鵬 対応予算」 を計上し、「全国トップクラスの教育拠点に向けた次世代型教育研究環境の整備」 を

中心に置いて積極化することが確認されました。 この考え方に沿い、 下表の整備工事を行いました。

（千円単位）第７次ＭＰ対応予算の執行状況

目標 趣旨・取組内容等 事業経費 具体的成果等

学修環境、課

外教育施設の

整備等

・坦心寮改修

・Ｆ工Ｔセミナーハウス周辺整備

・新宮グラウンド設備改修

２０３，８２４ ・学外合同研究 （人間性教育） へ

の対応

・学生の学修時間の向上等

教育研究の基

盤的ハードウ

エアの整備

・プロジェクタ等ＩＣＴ環境の整備

・実験室・演習室等の基盤整備

３２，６３１ ・学生の授業理解度の向上、 学修

意欲の向上 （国の補助対象）

・シラバスの改善 （授業改善）

地域貢献に向

けた先行的環

境整備

・ＦＩＴホール周辺工事

・ＦＩＴアリ」ナ周辺工事

（バリアフリ←化・緑化・排水対策など）

４２，６８８ ・バリアフリー化拡大、 駐車場造成

・学生・地域住民休息地・環境教

育フィールドの拡大

合

　

計 ２７９，１４３

（２）第１１ー期施設・設備整備計画への対応

　

第 ６次 ＭＰや過年度の予算委員会等の議論を経て、次期施設・設備整備計画の準備を始め、 その計

画の方向性等を２５年７月の理事会で確認し、 種々の整備ニーズ調査やその対応の検討を経て、２７年３

月の理事会・評議員会で 「第ｍ期施設・設備整備計画」 として決定しました。

　

この計画は、８つの総合的目標 （下表参照） で構成され、２８年８月には、 大学改革の中心的役割を

担う新棟 （Ｅ棟） が完成しました。 当年度はその他に、 学生ホール （Ｃ棟１ 階） リニューアル、 ラー

ニングコモンズ増設 （Ｂ棟１階）、 高度ＩＣＴ教育環境の新設 （Ｂ棟２・３階） などの整備等を行いまし

た。「全国トップクラスの教育拠点」 を目指し、 次年度の完工を予定しています。

　

なお、 最先端ＰＣ教室 （Ｂ棟３階） に整備した高性能ＰＣ設備等は、 文科省の平成２８年度私立大学

等教育研究活性化設備整備事業（タイプ１「教育の質的転換」・補助額１０，７２４千円）に採択されました。

　

次年度から、 高校の施設設備整備計画 （生徒数増に対応する校舎増築など） に着手します。

第ーー１期施設・設備整備計画の８つの総合的目標

１）アクティブラーニング （ＡＬ） 授業に対応可能な教室整備

２）研究高度化のための新たなスペース創出

３）ＩＣＴを活用 した図書館・情報処理センターのリノベーション

４）学修・寛ぎのためのラ」ニングコモンズ整備

５）ＦＤ・地域連携機能集約のための環境整備

６）学生サービス・就職支援・グローバル化のための機能強化

７）学生を対象としたキャンパスライフ支援のための機能強化

８）「九州ＮＯ．１の教育拠点の形成」 に向けた上記７つの総合的目標の統合・補完的施策

（１５）



第１１１期施設・設備整備計画の執行状況 （完工した施設等）

　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

　　　　

目 標 取組内容 事業経費 期待される教育効果等

１） ＡＬ授業対応 Ｃ棟２階実験室等整備 ３，２５６ 多様な講義・学習スタイルの創出

２） 研究高度化対応 新棟 （Ｅ棟）建設 １，８５５，５０３ 異分野間の研究交流の促進等

３）ＩＣＴ活用・機能強化 高度ＰＣ教室（Ｂ棟）等整備 ３３，２３０ 学生の主体的学修の促進等

４） ラーニングコモンズ整備 学生ホール改装等 ２８，３３０ グループ学習や議論の活発化等

５）ＦＤ等機能集約 新棟 （Ｅ棟）建設 （２）に含む） 新しい教授・教育法の開発等

６） 学生サービス等機能強化 新棟 （Ｅ棟）建設 （２）に含む） キャリア教育の充実等

７） キャンパスライ フ支援 学生ラウンジ改修等 ９１，４５７ 課外教育活動の活性化等

８） その他補完的施策 多目的棟用地整備等 ４４，２７９ 学生の研究活動の活発化等

合

　

計 ２，０５６，０５５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

（３）経常的な施設・設備の整備

１）学園共通・大学・短大

取組の内容等 事業経費 具体的成果等

経常的設備の

更新 （主に環

境配慮型）

・Ｂ棟ガスエンジン・空調更新

・Ａ棟ガスエンジン、 冷却塔改修

・Ａ棟井水槽制御改良工事等

３１，３１８ ・電気使用量の削減、 温暖化ガ

ス削減等環境対策への対応等

同上

（主にバリア

フリー型）

・出入口扉の自動ドア更新

・全棟錠前更新

９，４５０ ・バリアフリー化の拡大

・セキュリティ強化

その他 ・その他経年劣化の補完的修繕 ６９，１８５

合

　

計 １０９，９５３

（千円単位）

（千円単位）２）高校

取組の内容等 事業経費 具体的成果等

授業環境・修

学支援等の改

善

・スクールバス購入

・工業科ＰＣ入替

・教室什器購入

４７，６６１ ・遠隔地通学者の修学支援等

・生徒の学習環境の向上

課外活動の

環境改善等

・テニスコート、 吹奏楽部照明改良

・体育館貯留槽ポンプ更新等

２，６５３ ・課外活動の充実

・安全対策の向上

その他経常的

設備の更新等

・高校ＨＲ棟屋上防水改良工事

・排水整備・土ｗ剛設備の更新等

９，６２３ ・生徒の学習環境の向上

・衛生安全環境の向上

合

　

計 ５９，９３７

　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ
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５． 重点的取組（ＡＰ（特別予算））の取組成果等

（１）ＭＰ（中期経営計画）基本戦略（総合的目標） ごとの成果等

総合的目標 到達状況 （主な取組・成果）

戦略工

戦略的広報

と募集活動

による志願

者増

①大学入学志願者は定員の１０倍を確保（１１年連続で志願者増加）

　

大学は入学志願者が１１年連続で増加 （９，５６４名 （前年度６，９３９名）） し、 入学定員

（９１５名） の約１０倍に達した。 西南学院大学、 福岡大学に次いで上位に位置してい

る。 入試難易度は向上し入学者学力は上昇した。 入学者も所定目標を上回って確保

（１，０７３名 （定員充足率１１７％）） した。

②短大入学者も過年度１０か年で最大の志願者を確保

短大も入学志願者 （６６９名）が前年実績 （４４６名） を大きく上回り、 過年度１０か

年で最大の志願者を確保した。 入学者も全国短大の ７ 割近くが入学定員を確保でき

ない中で、 短大全体として 「８年連続の入学定員確保 （当初入学者目標である所定

人員を確保）」 を達成し、 健闘しているといえる。

③高校の入学志願者・入学者は継続して高位安定（入学志願倍率福岡地区１位）

　

高校は、１２年度（改革元年）以降毎年志願者が増加し、当年度の志願者総数（２，３１３

名）、 同志願倍率ともに 「県下でトップクラス （志願倍率は福岡地区 １ 位）」 を維持

している。 全国の高校の約 ７ 割が入学定員を確保できない中で、 入試関係指標は高

位安定的に推移し、 入試難易度は高まり入学者学力も向上している。

戦略江

教育の質的

転換による

付加価値向

上

④教育改革・改善の取組を積極化、 計画実現性も向上

学部・学科及びＦＤ 推進室、 教務・学生部等の関連事務局のＡＰ（教育改善の取組

等） は、 アクティブラーニング型授業、 キャリア教育、 資格取得支援等の充実等、

約２４３ 件 （前年２３５件） の数多くの改善取組を実施した。 うち、 約８割が目標達成

率約８割であり、 過年度から継続して計画実現性は高位安定的である。

⑤私大等改革総合支援事業の選定結果は良好（文科省大学支援事業ランキング全国３位）

　

大学運営の評価指標となり得る私大等改革総合支援事業で、 教育の質向上、 地域

貢献、外部連携、グローバル化の４項目で全て選定（短大は１項目（教育の質向上））

された （全国私大等９３２校の中で９校）。 これに伴い、 文科省大学支援事業ランキン

グ （「サンデー毎日」 掲載） では、 全国３位になった。

⑥学生の活動も正課・課外ともに活発化（学生表彰等は大きく向上）

大学院生・学部生の学会表彰等は、 その質・量ともに大きく向上 （当年度卒業・

修了生の学会表彰は大学院生８名、 学部・短大生１３名） した。 課外活動も、 大学吹

奏楽団の 「全国大会金賞」、 ラグビー部の 「全国ベス ト １２」、 アイスホッケー部の九

州学生２部リーグ 「全勝優勝」 等、 優秀な成績を収めた。

戦略ｍ

特色ある研

究によるブ

レゼンスア

ツフｏ

⑦科学研究費・産業界等の外部研究（研究費、 研究事業件数）は過年度最高

　

国の科学研究費採択件数は、２９年度採択 （２８年度申請） が ５８件 （過年度最高の

採択件数） となった。 また、 産業界等との共同・受託研究も増加し、 外部研究費に

よる研究事業は１０１件に達した。これにあわせて、研究費の総額も拡大し、合計で１．７９

億円 （前年１，３２億円の１．４倍） となった。

⑧産官学連携ネットワークを拡大

　

地元一体的に地域活性化を促進するために、 九電工、ート叫γ

　

三作班等の企業、

（１７）



（戦略ｍ

特色ある研

究によるプ

レゼンスア

ツプ）

福岡銀行、 西日本シティ銀行等の金融機関、 新宮町、 古賀市等の行政機関、 並びに

西日本新聞社等と様々な共同の取組を実施した。 特に、 研究成果の実用化・地元人

材育成・グローバル化の取組がそれぞれの機関等で進展した。

⑨新棟（Ｅ棟）の建設、 研究活動の拠点を整備

　

キャンパスの研究施設・装置・設備・研究スペースを新棟 （Ｅ棟） に移設・集約

し、 研究環境を飛躍的に高度化した （約 ２，０００

　

話の研究活動スペースを整備。 施設

見学は前年約 ５００ 名に対して １，３００ 名 （２．６ 倍） に増加）。 また、 産官学の協力・連

携の拠点として、従前の３研究所を移設、 オープンラボの開設・学外公募を行った。

戦略Ｎ

キャリア教

育と就職支

援による満

足度向上

⑩大学の就職関係指標は全国有数の水準（過年度最高）

　

大学学部生・同院生の就職率 （内定者／就職希望者） は共に全国・福岡県の平均

を上回り、 全国ランキング上位の高い水準 （就職率 （同実就職率：内定者／ （卒業

生一大学院進学者））：大学学部９９．８％ （９６，４％）、 大学院１００％ （８９，２％）） となった。

就職先も大手・中堅企業（資本金３億円以上または従業員３００人以上）が増加した。

⑪短大の就職・４年制大学編入学実績も良好

　

短大の就職率は１００％（進路決定率：９１．４％（（内定者十大学編入者等）／卒業生））

となり、 全国の平均水準を上回り、 大学と同様に良好な実績となった。 国公立大へ

の編入学試験合格は １１名となり良好、 福岡工業大学への合格実績 （４７名合格、 合

格率：６１．０％ （合格者／受験者）） も同様に良好となった。

⑩高校の進学・就職実績も継続して高位安定的

　

高校の進学実績は、 国公立大、 難関私大ともに好調であった。 国公立大では、 京

都大、九州大、九州工業大等８７名の合格、私立大では、慶応義塾大２名、早稲田大１

名、 法政大４名、 東京理科大４名、 同志社大６名、 関西大３名、 関西学院大２名、

立命館大２３名の合格等、 高位安定的である。 もとより、 就職率は１００％となった。

戦略Ｗ

財政基盤の

安定と組織

ガバナンス

の強化

⑩１２年連続で計画（予算）どおりに収支差額プラス

　

当年度も当初予算どおりの基本金組入前収支差額 （帰属収支差額１ 億円十α） プ

ラスを計上した。 経常活動ベースでの資金収支 （経常活動キャッシュフロー） にお

いても、 当初の数値目標 （１０億円十α） を達成した。１２か年連続で計画 （予算） に

沿った財務運営 （教育・研究への積極的資金投下と安定財政の両立） が実現した。

　　

“－′－－……：画 （斯様建設． キャンパス全域アクテイプラーニング化等） は順調に進捗ｅ，
ー

　

旭駅、ｒ整備計画は、 新棟建設をはじめに順調に進捗している。 当年度は、 新棟 （Ｅ

棟）建設の他、ラーニングコモンズ・コーナー改装（Ｂ・Ｃ・Ｄ 棟各フロア）、高度ＩＣＴ

環境整備 （Ｂ棟 ２・３ 階）、 グローバルラウンジ、 エクステンションセ ンターのリニ

ューアル等を行った。 いずれの施設も利用者は大幅に増加し諸活動が活発化した。

　　　　　　　　　

・

　　

して 高 い 評 価⑩経営・財務の外とｉ＝Ｔ‐一・

　

経営・財務の外部評価 （格付） において 「Ａ」 評価 （Ｒ＆１）・「Ａ＋」言平価 （ＪＣＲ） を

得た。 経営手法や経営指標に対する評価・コメントは 「経営計画と予算 （財務） の

連動性が高く、 徹底した ＰＤＣＡ サイクルの運営によって計画実現性を高めることに

は定評がある。」 等であり、 過年度に続いて経営力の高さが評価された。は定評がある。

（１８）



（２）ＡＰ全体の進捗状況

本学では、 前述のとおり定常的な学校業務とは別に、 ＭＰに基づいてＡＰを策定し、 全学を挙げて実

行しています。 これらの進捗状況は下表のとおりであり、 全体の約７割 （７０，８％） が 「８０％以上の目標

達成」 となりおおむね良好でした。

　

なお、 進捗度が５０％未満の取組を中心として、その原因、 阻害要因、 今後の解決等の方法について、

各セクションが自主的に明らかにしたうえで、設置校別（大学は教学と事務局別）に報告・検討会（ＡＰ

発表会） を行い、 確実な改善に繋げていきます。

ＡＰの部署等別進捗状況

部署等名 事業等数 進捗度別

　

事業等数

１００”８０％ ７９‐５０％ ５０％未満

指標 フ０ロセス 指標 プロセス 指標 フ０ロセス

工学部

情報工学部

社会環境学部

３１

　

２

　

７

　

＝

ハリノ

　　

「）

　　

ワ
′

２０

　

２

　

３

　

３

＝^ｖ

　　

Ｕ^

　　

Ｕ^

乙^

　　

Ｕ^

　　

Ｉ
ー

Ｕ^

　　

Ｉ
ー

　　

ｎ
Ｕ

Ｕ^

　　

Ｕ^

　　

＾
ｖ

工学研究科

社会環境学研究科

総合研究機構

△
丁

　　

ハＵ

　　

へｊ

ｎ
Ｕ

　　

ｎ
Ｕ

　　

Ｉ
１

Ｉ

０

０

０

０

０

０

０

０

２

０

２

Ｉ

０

０

大学事務局 ３０６ １１７ ８０ ３２ １８ ２７ ３２

短大学科

〃事務室

糾

　

２

　

３

ｎ
Ｕ

　　

ｒ）

つ、Ｊ

　　　

Ｔ
Ｉ

１６

５

２

Ｉ

３

０

３

Ｉ

０

Ｉ

高校課程

〃事務室

４４

　

７

′ｈＶ

　　

っ
ム

１２

Ｉ

８

２

３

Ｉ

３

０

２

Ｉ

合

　

計 ５１０ ２００ １６１ ４５ ２８ ３９ ３７

進捗度占有率 １００％ ３９．２％ ３１．６％ ８．８％ ５．５％ ７．６％ ７．３％

　

ノ

（１９）



（３）回等の補助（支援）事業の採択

就業力育成や１ＣＴ 活用の教育改善等の取組、産官学連携等の研究高度化・実用化の取組について、

国等の支援 （補助） はそれらの重要性、 計画性、 成果見通しの確かさ等が審査され、 優良な取組が補

助採択されます。 本学では、 次の取組等が採択されました。

事業の目的 （申請タイトルなど） 支援機関 採択年度

国公私立大コンソーシアム・福岡－地域からアジアへ、環境エネルギー問題へ挑む－

進路保証プログラムによる教育システムの質保証 （短大）

短期大学コンソーシアム九州・地域の人材養成の役割・機能強化

キャリアプランニング支援と就活学び直しブラスワンプロジェクト

「４つの力」 育成によるキャリア形成支援

教育研究・経営・財務諸活動の評価・情報公表システム

地域力を生む自律的職業人育成プロジェクト

産学協働教育による主体的学修の確立と中核的・中堅職業人の育成

未来像を自ら描く電気エネルギー分野における実践的人材の育成

画像・レーダ技術応用の津波等防災・減災技術の研究事業

ＩＣＴ情報処理センター新教育システム （４事業）

次世代材料開発技術者養成のための計測センター整備（ＦＥ－ＳＥＭ 等導入）

人やモノの動きを計測するモーションキャプチャー装置システム

アクティブラーニング型授業の推進プログラム

第ｍ期施設・設備整備計画に基づく図書館アクティブラーニング化事業

革新的エネルギーデバイス開発 （ナノ複合誘電素材の創成と実装） 事業

非破壊・非接触での測定を可能とする顕微レーザーラマン分光装置導入

産業界ニーズに対応した工作機械 （立形マシニングセンタ） の導入

ョ甲ｂｒヤス型学修に資する学内ＬＡＮネットワーク装置の導入

実践型人材育成に資する高度マルチメディアＰＣ演習室 （Ｂ３１） の整備

産業界が求める実践型人材育成のための高度ＣＧ教室環境整備 （短大）

文科省

私学事業団

文科省

文科省

文科省

私学事業団

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

文科省

２０年度

２０年度

２１年度

２１年度

２２年度

２３年度

２４年度

２４年度

２４年度

２５年度

２５年度

２５年度

２６年度

２６年度

２７年度

２７年度

２７年度

２７年度

２８年度

２８年度

２８年度産業界が求める実践型人材育成のための高度ＣＧ教室環境整備 （短大） 文科省

　　　

２８年度

（４）教育改善・研究高度化に向けた財政支援の取組（過年度（１０年間）のまとめ）

教育改善・研究高度化に向けて、 予算制度・財政支援のあり方見直しを継続しています。 近年の連

続的志願者拡大に対して、 教育改善や研究高度化は相当に寄与していると考えられることから、 当年

度の 「１０ か年連続拡大」 を期に、 以下のとおり当該予算制度・財政支援について

　

ｌｏ 年間のまとめ・

評価を行いました。

１）教学特別予算制度の意義・目的

　

当予算は、 ＭＰの基本戦略に沿って行うＡＰの予算配分 （資金的裏付け） であり、 この予算管理を通

じて ＰＤＣＡ 経営管理システムの実質化のために厳格な予算配分審査、 取組の事後評価と次期見直しを

継続し、 もって教育改善と研究高度化を進展させることが当制度の目的です。

　

なお、 当予算制度は、 私学事業団や私大協などの私学関係団体等から幾度となく全国に向けた報告

を求められ、 私学経営のあり方見直しに資する研究のテ」マとして取り上げられました。

（２０）



２）現行制度の概要

①定常的な活動費用である教学一般予算のうち、１割を拠出し特別予算に移管

②２７年度から２９年度まで３か年で３億円を特別予算原資として理事会から付与

③ＰＤＣＡ サイクルの自己点検様式である特別予算取組計画書により次年度計画を届出

④金額的重要性の観点などをもとに、 審査会対象事業を選定・審査会を開催し、 予算委員の相互評価

　

により優良事業から優先的に予算配分

⑤半期時点では、ＡＰ（特別予算） の取組進捗状況を教職員相互で確認

⑥年度終了後は書面調査を実施 （年間取組実績を成果報告書として届出）

⑦成果報告書などをもとに成果発表会を開催し、優良取組を先進事例として全学的に共有

⑧取組成果をとりまとめ総括し、 予算委員会へ報告

（金額単位：千円）３）予算委員会が行った特別予算見直しの経過

年度

取組

件数 執行実績

３か年

合計 ＊１ 主なできごとや見直しの経過など

９ ３ ４１，０００

３６９，４８０

・「教学特別予算」 開設 （従前の 「教室関係予算」 を改善）

・年間の予算編成手順を定例化

・文科省 （私学事業団） への補助金申請を執行要件化

・単年度、 臨時的費用として「教学特別予算」の趣旨明確化

ｌｏ ４ ６７，５８０

・Ａｐと特別予算取組計画を統一化１１ ９ ２６０，９００

１２ ３２ ２０５，９５５

５８２，９９３

・特別予算審査会を開始、 優良事業から優先順位付け採否

制を導入 （◎○△▲）

・教学要望予算 （志願者確保、就職支援予算） を開設

・教育・研究設備等利用度の低さを国等の機関により指摘

・教育改革特別、み但諒魂備高度化、特別研究の３区分に分類

１３ ３１ １９８，７６０

・評価意見への回答を予算執行要件化 （条件付予算化）

・ＡＰ（行動計画） に基づく取組進捗、 自己点検を開始

１４ ２７ １７８，２７８

ｒ）

　　　　　　　　　

ー

　

′○

　　　　　　　

ー

２５ １３２，８８８

３９５，２７５

・取組計画策定 （「Ｐ」） 時に、 効果測定方法、 設備の長期

利用見通しを明確化

・成果確認時における実績報告会 （成果発表会） 開始

・審査 （評価） を容易に行う観点から、「点検の視点」（チ

ェックリスト） を作成・運用

．備品利用の度合いや資産管理状況の確認のため、機器備

品利用状況調査を開始

３０ １２５，７０３

・低評価事業について再度の審査 （再審査） を実施１７ ２８ １３６，６８４

１８ ３４ １０３，７７３ ・一般予算の配分方法を基準単価に在籍学生数を乗じる計

算方法に統一 （各学部・学科等における自律的予算編成

を支援）

・教育研究の取組を目的別に７つに類型化

（２１）



１９ ３０ ７７，５４６

３０１，２１５

・教学・予算に関する取扱や配分方法を一括して案内開始

・成果確認方法 （手段） の例示といっそうの具体化を確認２０ ４３ １１９，８９６

２１ ４７ １０３，４８２

３７４，４４７

・「向こう３か年の取組構想」 による学科等中期計画の策定

・施設、基盤的設備の新規更新 （修繕等） 要望予算の開設

・第５次 ＭＰ対応予算開設 （ＦＤ、ＧＰ等推進）

・取組計画時における、 学科等自己点検結果確認のお願い

２２ ５２ １５７，７０６

・国の文教政策・私学助成要件と取組計画との整合確認を

定例化

２３ ４５ １１３，２５９

２４ ４３ ８５，８３９

４３１，３５４

・教学要望予算 （志願者確保、 就職・資格取得支援） の成

果拡大に向け、 所管委員会での関与強化を確認

・第６次 ＭＰ対応予算新設 （大型プロジェクト研究など）

・取組計画を 「Ａｐ対象」 と 「経常的取組」 に区分

２５

　　

一
２６

４４ ２０５，１８０

１４０，３３５ ・各学科と経理課との個別意見交換ミーティングを定例化

（定期的な意見聴取の機会を確保）

・意欲ある新規採用 （若手） 研究者への重点配分予算を開

設 （若手・新任スタートアップ支援予算）

５０

２７ ５０ １７６，５３１

（４９３，５４９）

・施設、 基盤的設備の新規更新 （，槍すぎ尊） 要望予算につい

て、 各委員会等からの要望を新たに受け入れ

・学術研究振興資金 （私学事業団） 確保目的の予算新設

・第７次ＭＰ対応予算新設 （第ｍ期施設・設備整備計画）

２８ ４２ １４７，３１７

（予算配分額）２９ ４１ （１６９，７０１）

合計 ７１０ ２，９４８，３１３ ①９～２９年度配分までの総合計

（この間の単年度平均取組件数：３４件、 同平均執行額：４，１５２千円）

②上記①のうち、 現行予算制度確立後の１９～２９年度配分までの合計

（この間の単年度平均取組件数：４４件、 同平均執行額：２，９１２千円）

′」・計 ４８７ １，４１８，４５５

＊１

　

当欄は、 前制度期間からの繰越や次期制度期間からの前倒し、 大型事業の複数年次負担等によ

　　

り３か年制度期間の予算枠と一致しない。

４）成

　

果

　

当予算運用の過年度成果を実績調査の趣旨に則して、 以下のとおりまとめました。

①教育の質の維持・向上

　

かねて、 国等の機関より、 補助金を得て導入した一部の教育設備・ＰＣ設備の利用状況が低く、 計画

どおり活用されていないことが課題として指摘されていました。

　

これらは、「計画性の不十分さに起因しており、 学科等の考えを統－－的に計画化・相互評価を経て計

画性を高めるべき」 との確認が予算委員会でなされ、その解決法として、 先ず審査会を開始しました。

（２２）



その後、 投下された資金に見合う成果の確認 （事後評価） も重要であるとの議論があり、 その対応と

して実績調査並びに成果発表会を実施することとなりました。「第三者に対して予算を活用したことの

成果を分かりやすく説明することは、 予算執行した者の当然の務めである」 との予算委員の指摘によ

り、 この動きが加速しま した。

　

これら一連の取組により、 計画実現性と費用対効果の検証をスムーズに行い、ＰＤＣＡ 予算管理サイ

クルの確立を目指し、 計画に沿った取組実施・成果確認を毎年、 要請・継続した結果、 近年では予算

活用の有効性として、「計画性」 に関する指標は向上が確認されるようになりました。

　

これは、 表中の最下段 （①・②） に示すとおり、 近年、 社会から求められる様々な課題に対応する

ため、 取組の件数は増えつつも、１ 件あたりの予算額は、 徐々に縮小する傾向であり、 財政を安定化

させながら、 焔 の計画実現性を高めることができる仕組みであるといえます。

　

また、予算活用の成果を確認するための成果確認手法も、徐々に深化してきたことが確認できます。

今のところ、 当予算の運用が、 教育内容そのものの質の向上にどの程度貢献してきたかを数値等に

より裏付けることはできないものの、 改革総合支援事業４タイプ全選定 （２６、２８年度）など高水準の

選定状況や、特別補助との適合度合いが約 ７ 割まで向上してきたことは、ＰＤＣＡ サイクルを活用した

当予算制度運用の成果のひとつといえます。

②予算制度全般の在り方見直し

　

前述、３）「予算委員会が行った特別予算見直しの経過」 に示すとおり、 教育の質の維持・向上、 国

費等助成要件への適合度合いを高めるための有効な手立てとして、 教職員が持てる知恵を集め、 予算

制度見直しの議論を進め、 これまで予算制度の高機能化に取り組んできたところです。

③国費等助成要件（補助金の積極申請、 教育研究活動・財務情報公開など）への適合

　

本学では、 年末から次年度取組計画 （ＡＰ） の議論を始め、 翌１月に取組計画を届け出る予算管理の

スケジュ」ルです。 これに先立ち、 次の年度の国の政策や私学助成の枠組みを学内で情報共有するこ

とで取組計画との整合が図られ、 確実に私学助成の確保に結び付くようになりました （大学部門の補

助金収入が１４年度まで平均３億円台（補助金比率約７％） であるのに対し、 近年は、 安定的に７億円

台 （同１１～１２％） を確保し、 同規模同系統大学と比し高水準を維持）。

　

また、１ 月頃に全学の取組計画を集約することで、 国の補正予算に、 直ちに対応することができ、

これも、 徐々に私学助成実績 （補助金申請件数や採択率） が拡大してきた要因です。

　

近年、 私学関係団体セミナーで等での幾度の全国発表、 学術関連研究誌への掲載 （約２５誌） が徐々

に増え、 大学基準協会・格付会社からの高評価や他大学からの視察なども相次いでいます。

　

おって、 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構、 並びに私学事業団等、 国等の機関からの事例

調査や高い評価、 審議会への招致等も増えています。 とりわけ、 昨年１０月の文部科学省 「私立学校の

振興に関する検討会議」 へ多くの私学を代表して本学が事例発表の機会を得たことは、 私学振興に関

するわが国の議論に少なからず影響を与えているものと確信するところです。

（５）当年度の教育改革・改善の全般的な取組成果（「教学特別予算実績調査総括」等より関係部分抜粋）

１）取組成果等確認の目的と方法

本学では、 社会や学生・生徒のニーズに適合した 「教育の質保証システムの構築」 を日指している

ところです。 当年度も、 大学の ＦＤ 推進委員会や予算委員会の議論に基づき、「ＦＤ

　

を基盤とした教育

（２３）



改善」 に向けて様々な取組を行いました。

　

それらの取組のうち、 学科単位で実施する教育改善等の取組については、 予算委員会の 「教学特別

予算の成果確認」 において、 教育の質の維持・向上は図られているか、 そのために予算制度は有効に

機能しているか、 国費等の助成要件へ適合しているか等の視点で事後評価を行い、 成果度合いを高め

る取組を行っています。 当年度は、２７年度に行われた取組の成果確認・事後評価を行いました。

　

２７年度教学特別予算 （一部、２６年度の未調査分を含む） を活用して行った取組は合計５６件 （うち、

成果確認の対象は５２件、 他の４件は当年度が準備年度である等により調査の対象外） ありました。

　

これらの取組について、 成果報告書 （学科等の自己評価） の提出を求め、 加えて金額的重要性や取

組形態の特徴に応じて①学科等の自己評価及び成果発表会での相互評価対象の取組、 ②学科等の自己

評価とその事務局点検対象の取組、 ③事務局の簡易的点検に留めた取組、 並びに④機器備品利用状況

調査の ４ 区分で調査を行いました。 この中で、 ④機器備品利用状況調査は、 一定金額以上の機器類を

ピックアップし、 現物実査及びヒアリングによって重点的な調査を行いました。

①学科等の自己評価及び成果発表会で相互評価する取組

　

調査対象事業のうち、 金額的重要性の高い取組 （２５０万円以上、９件） については、 実施状況やその

成果について掘り下げて確認し、 学科相互に評価を行うことが全学的な教育改善に資するとして、 発

表会形式の成果報告会を行いました。 この報告会は、 評価者 （予算委員） が以下に記載する

　

６つの視

点から取組評価を行いました。

取組の事後評価の視点

評価項目 評価の視点

（ａ）計画実現性 計画に基づいて取組は行われたか。
（ｂ）目標達成度１ 計画どおりに成果確認がなされたか。

（ｃ）目標達成度２ 当初予定していた成果が創出できているか。

（ｄ）事後評価 結果に対する自己評価が次期の改善に向けてなされているか。

（ｅ）予算計画性 予算に基づいて取組はなされたか。

（ｆ）経済効率性 不要・不急の支出はないか、 節約は意識されているか。

②学科等の自己評価及びその事務局点検対象の取組

　

上記の相互評価対象取組を除く３２件の書面調査対象の取組について、 昨年と同様、 当初計画書、 学

科等の自己言平価及び成果報告書に基づき、 上記と同じ視点で事務局点検を行いました。

③事務局の簡易点検に留めた取組

　

ＪＡＢＥＥ 関連の取組 （３件） については、 これまで取組そのものがＰＤＣＡ を活用した改善活動である

として、 予算配分審査～成果確認の諸段階を通じて取組形態や関連費用の執行確認に留めました。

④機器備品利用状況調査

　

当調査は、 教育研究の用途に用いる機器備品等の購入・調達方法改善や管理・運用の適正化を目的

とし、 教学特別予算実績調査の趣旨に沿って行っています。

　

当年度調査の対象は、 一般予算で導入した設備類 （以下 「一般予算設備」）１１２ 点及び特別予算で導

（２４）



入した設備 （以下 「特別・予算設備」）２７０ 点でした。 具体的な調査は、 管財課担当者が、 取組 （研究）

代表者等に対して、 備品リストに基づく現物の確認、 及び利用状況調査票・取組計画書に基づき機器

の状態及び利用状況のヒアリングを行い、 管理台帳等でそれらを裏付ける方法で行いました。

２）確認できる取組成果等

①全体的な評価傾向

発表対象９件の得点 （１００点満点換算） 状況は、 次のとおりです。 最高位 （１位） の得点は８０点 （昨

年度は８３点）で、この取組学科は知能機械工学科です。一方、最下位は５９，１点（昨年度５７点に比べ２．１

点向上） です。 この結果、 最高位から最下位までの得点差は縮小しました。

　

なお、 平均点は、 一昨年７６．２点、 昨年度 ７２．８点に対 し、 当年度が７１．４点で昨年度に比べさらに１．４

点低くなりました。

　

また、 全９件のうち、 工学系の取組５件が上位に集中し、 情報工学系４件は下位に集中しています。

②改善点の確認

６ つの評価視点ごとの特徴は、 従前どおり、 ⑤ 「予算計画性」 ① 「計画実現性」 ⑥ 「経済効率性」

は相対的に評点が高いことが挙げられます。 これは、 過年度の成果発表会での計画性に関する再々の

指摘 （計画どおりに行うことや、 節約を意識したうえで予算に基づいて支出すること） が結実した結

果といえます。

　

とりわけ、 ⑥ 「経済効率性」 が高い評点となった要因は、 取組担当代表者の節約意識の高まり、 物

品調達段階でのコスト競争の徹底などが理由としてあげられます。

なお、 ⑤ 「予算計画性」 は、 大幅な遅延などによりかねて改善が求められる項日に区分されていた

ところでありますが、 改善が進展した結果といえます。

③課題・問題等の確認

　

一方で、 ③ 「目標達成度 ２」 や④ 「事後評価」 の評点は、 例年と同様、 相対的に低い評価となって

います。 得点水準も例年と比べ変動がなく、 現状の問題や取組の必要性に適う成果の創出に向け、 自

らの取組を自ら確認・評価する意思やその手法には依然、 課題があるといえます。

④改善に向けた考察

　

昨年と同様に、 当初審査会の評点や評価意見をもとに、 事後評価段階までの変化について点検を行

いました。 過年度の総括からは、 ①審査会で評価が高かった取組は、 総じて事後評価段階でも評価が

高い、 また、 ②審査会での質疑・指摘に適切に対応しているものも同様に高評価となることが、 既に

幾度となく確認されており、 当年度も同様の傾向でした （①が 「次世代冠研究の育成」（知能機械）、

②が 「機器分析化学実験の整備」（生命環境））。

　

高評価取組の評価意見は、「将来有望な取組として産業界への今後の貢献が期待される」「当実験機

器の整備とこれを活用した授業が学生満足度の高さ及び就職実績の好調さに繋がっており、 高く評価

できる」 等です。

　

なお、 取組の必要性や計画性に関する評点が当初審査会で低評価となった取組について、 各委員か

ら出された評価意見への誠実な対応が図られない場合、 事後評価段階で厳しく評価される傾向も過年

度より継続しています。

（２５）



（６）教育内容と方法の改善（広義のＦＤ）の取組状況

１）ＦＤの取組状況

　

国や社会の様々な教育ニーズに関して、 本学の役割として①教育の質的転換、 ②地域社会貢献、 ③

幅広い人材育成、 ④産業界・他大学等との連携、 ⑤教育のグローバル化への対応があり、 それらを具

現化させるために広義のＦＤ活動を行っています。 特に、 ①教育の質的転換に関しては、ＦＤ推進機構

を設置し、 基礎学力、 就業力、 専門的技能等を向上させる取組等を行うとともに、 実践型人材の育成

を目標とした教授方法の開発・定着を図っています。

　

また、 専門教育を実質化するために、 学生表彰、 授業アンケート活用、 産業界・企業人による講義、

長期インターンシップ等を行っています。 これら諸活動の ＰＤＣＡ は、 個々の ＦＤ 取組を磨き高め、 各

学部・学科等の様々な取組を総合的・体系的なシステムとして、 統合・拡大・充実させることに貢献

しています。

　

なお、 取組の多くは文部科学省の支援事業に採択されており、 これは国や社会の求めに適合し、 期

待度が高まっていることの証ともいえます。

広義のＦＤの取組

主な取組 取組の趣旨、 実施状況等

入 学前 教育 （ｅｌｅａｒｎ１ｎｇ 方式等） の

実施

高校と大学での学習の接続を円滑にして、 かつ、 大学での

専門教育の基盤となる基礎学力を補完するため、 推薦入学

予定者に学習課題を課し、 自主学習を促している。

入学前オリエンテーションの実施 大学での学習面・生活面などの様々な不安や悩みを和らげ

て学生生活を始められるよう、 新入生同士のコミュニケ－

ションを図り、 学生生活全般を紹介している。

フレッシュマンスクールの運軍営 大学生として学修していく上で必要不可欠な基礎学力を養

成し、 基本的な学修習慣を身に付ける。 個別学習相談・個

別指導を実施し、 学生をサポートする。

学生表彰制度による優秀者・資格取

得者の表彰

各学部の表彰基準を設定して学業優秀者、 推奨資格取得者

等の表彰を行い、 学生の学習意欲の向上と実践的知識・ス

キル取得を図る。

課題解決型学修方法、 アクティブラ

ーニング （ＡＬ） 型授業等の新たな

教育手法の導入

従来型の教育（講義・演習・実習の組み合わせ等）に対し、

特定の課題紋定とその解決策を探る教育手法

　

ＢＬ） や ＡＬ

等の学習意欲を高める新たな教育手法を試行している。

ＦＤ研修会の実施 新たな教育手法や次世代型の教育環境、 高大接続等につい

て研修会を開催し、 より効果的な授業方法等の開発・情報

共有を行う。

授業アンケートの実施 中間・期末のアンケ←トによって得られた学生の授業評価

・意見等を積極的に教育手法等の改善に役立てる。 授業改

善のポイントを共有し、 授業改善のＰＤＣＡを機能させる。

ＦＤアニュアルレポートの作成 教育改善取組の ＰＤＣＡ をより確実にするため、 様々な取組

を総括し、 情報を公表する。
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キャリア教育の推進 正課及び正課外の学修を通じて学生のキャリアに関する意

識を醸成し、 就業力を高める。 また産業界のニーズに対応

した 「キャリア形成プログラム」 を実施する。した 「キャリア形成プログラム」 を実施する。

産業界・他大学等連携、 地域社会貢献の取組（文部科学省補助事業選定の取組）

ブーマ 取組の趣旨、 実施状況等

アクティ ブ・ラ ーニ ング （ＡＬ） 型

授業の推進

「実践型人材」 の育成するために、 教育改革のフレームに

「教授方法の質的転換」 を加え、 その具体的方策としてＡＬ

型授業を組織的、 全学的展開に実施する。

産学協働教育による主体的学修の確

立と中核的・中堅職業人の育成

左記テーマに関して本学、京都産業大学、 新潟大学及び成

城大学の ４ 大学で連携し、 産学協働教育プログラムの共同

開発や同教育を行う専門人材の育成等を行う。
未来像を自ら描く電気エネルギー分

野における実践的人材の育成

九州大学他 ３ 大学や産業界との協働によって、 教育プログ

ラムやその評価方法の開発を行う。 特に合同合宿や教育プ

ログラムの学生・産業界による評価を特徴とする。グラムの学生・産業界による評価を特徴とする。

２）ＦＤの取組成果
ｒ

　　　　　　　

主 な 取 組 取組の成果等

入 学前教育 （ｅｌｅａｒｎｉｎｇ 方式等） の

実施

各学科の担当教員との連携を密にし、 対象である推薦入学

者の本取組への参加状況を確認しながら、 積極的な学習を

促 している。

フレッシュマンスクールの運軍営 学習支援が必要な学生に対して、 数学、 レポーティングに

関する授業を行うことによって、 それぞれの能力が向上し

ている。 （受講前後のテスト得点比較による評価等）

学生表彰制度による優秀者表彰 正課の成績優秀者２９９名 （工学部１８７名・情報工学部１１２

名）、 学科推奨資格取得者１８８名 （工学部８４名・情報工学

部１０４名） を表彰した。 学習意欲向上に資すると判断する。

課題解決空言多力法等の新たな教育

手法の導入

ＰＢＬ や英語習熟度別クラス編成等を行った。 それぞれに学

習効果の向上等の改善効果が見られ、 英語カリキュラムの

見直しが行われるなどの成果を得た。

アクティ ブ・ ラ ーニ ン グ （ＡＬ） 型

授業の推進

教育技術開発ワーキンググループを中心に ＡＬ 事例調査・

研究 （２大学）、ＡＬ講演会・報告会 （４回）、 授業アーカイ

ブシステムの活用等を実施してＡＬの全学的展開を進めた。

中長期・実践型インターンシップ推

進と教育的な指導体制の構築

連携先とともに受入企業等の開拓やコーディネーターの育

成を行い、２０ 名の学生を企業等に派遣した。 企業等と大学

が密に連携しプログラムを構築するノウハウを得た。

ＦＤ研修会の実施 各学部において、ＦＤ 研修会を複数回実施し、 新たな教授

方法などに関する情報共有を行った。 また、 新任教員を対

象としたＦＤ研修を行い、 授業改善への意欲を高めた。

（２７）



（７）研究高度化・研究による地域貢献（実用化等）の取組

１）研究活動の取組成果

　

当年度は、 下表のとおり１０１件 （２７年度９６件、２６年度７４件） の研究に対して、 国や独立行政法人

・企業等から有為な研究活動として採択を受け、 合計で１，７９億円 （２８年度１．３２億円、 前年比１．４倍）

の高額の研究費が交付されました。

　

特に、 文部科学省の科学研究費補助金 （科研費） の採択件数・金額は増加傾向であり、２９年度にお

ける総採択件数は５８件 （うち１８件は新規採択） と過去最高、また新任研究員の他研究機関からの移

管分を含めた採択金額は０．７６億円と高水準を維持（２７～２９年度の合計額２．４３億円、２３～２５年度（前３

か年） の合計額１．８６億円の１．３倍） しています。

　

なお、 文部科学省 「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業 （採択率３割の難易度）」 等の大型研究事

業の補助採択も順調で１６年度「マイクロ／ナノ金型開発センタ」」採択以降４件が採択されています。

　

おって、 これらの研究計画性を高め研究成果を拡大するために、 申請計画や進捗状況の研究者間相

互評価や第三者評価等を充実させていきます。

外部研究支援事業等の採択結果（外部研究資金の獲得）（２８年度実績）

研究費区分 研究活動のテ」マ等 （研究者） 研究費＊ｌ

文部科学省

科学研究費補助金

・ＤＮＡ の分子情報で無機ナノシートを操る （生命環境科学科・

宮元展義）

・原子核物理が関与するレーザー・プラズマ相互作用の解明と

新しい量子線源の提案 （情報通信工学科・中村龍史）

・軌道や速度が異なる飛来球に対する野球打者の認知プロセス

と打撃動作の解析（社会環境学科・樋口貴俊）など（全５３件）

　

９２，８２０

（１０９，０６１）

共同研究 独立行政法人、企業等との共同研究費

（全１９件）

３７，４７２

受託研究 独立行政法人、企業からの受託研究費

（全１３件）

１８，１０６

奨学寄付金、

その他研究助成金

独立行政法人、企業からの学術研究奨励費

（全１６件）

１４，４２６

合

　

計 ｌｏｌ事業

　

＊２ １６２，８２４

（１７９，０６５）

（千円単位）

＊１（

　

） 内は研究分担者としての研究費を含む金額

＊２

　

文科省直接補助事業採択の研究事業は含まない。

２）知的財産の管理（特許登録等）

　

特許出願

　

国内７件、 外国１件、 審査請求５件 （国内）、

　

特許登録 （累計） 国内３５件、 外国１０件

３）研究活動での社会貢献、成果の社会還元の取組

研究活動で得られた研究成果・技術は、 研究発表会や技術交流会で外部へ積極的に情報発信してい

ます。 地元企業・社会一般への研究成果還元を目指し、 共同研究等の推進を企図するものです。

（２８）



ＪＳＴ 国立研究開発法人科学技術振興機構新技術説明会 （「津波による浸水状況可視化システムの開

発」 等５テーマ、 聴講者数１１９名、 個別面談１４件）、 エゴテクノ２０１６（福岡県等主催） など

　　　　　　　　　　　　　　

本学主催の研究報告会等

新棟キックオフ式（総合研究機構３研究所・リサーチコモンズ・オープンラボ等）・研究員発表会、

ＦＩＴテクノクラブ （技術交流ネットワーク組織・会員数１７２社 （２９年３月末日現在）） 交流会など

４）研究高度化の環境整備

①研究活動の推進組織・支援体制

　

情報・環境・モノづくりの活動領域に対応した研究活動の高度化、 並びにこれらに対応する教育活

動の内容・方法の改善を目的として、 エレクトロニクス研究所、 情報科学研究所、 環境科学研究所、

先端計測技術研究センター等の研究機関で構成する総合研究機構を設置しています。

　

当年度は、文部科学省 「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」 への 「革新的エネルギーデバイス

の開発一ナノ複合誘電素材の創成と実装（研究代表者：生命環境科学科・宮元准教授）」の採択に伴い、

物質・エネルギーデバイス研究センターを同機構に設立しました。

　

また、 同機構に産学連携推進室等を設け、 産官学共同研究を通して得た研究成果の社会還元を目指

しています。

②研究環境の整備（研究機器の整備等）

　

当年度は、 新棟 （Ｅ棟 １ 階） に、 キャンパス全域の様々な研究機能を集約しました。 研究活動の高

度化・実用化、 いっそうの研究交流の活発化に向けて、 総合研究機構附置の ３ 研究所、 オープンラボ

（外部連携研究等に利用）、産学連携推進室等を配置しました。

　

この他、 極短パルスレーザー照射装置、 発電デバイス評価用負荷装置 （文部科学省・私立大学戦略

的研究基盤形成支援事業採択） などの大型機器やコンビュ←夕・ワークステ←ション等の高度情報処

理機器及び分析・解析用ソフト等の研究環境整備を行いました。 ほとんどの機器が文部科学省等の補

助事業に採択・支援を受けていることは、 当該機器等を用いて行う研究事業がその重要性を評価され

ていることの証であると判断しています。

　

また、 総合研究機構附置の３研究所には、 現在５６台の高精度の研究関連機器が備え付けられ、 学内

での個人研究や学外研究者との共同研究、 産官学・大学間連携研究プロジェクト等で幅広く利用され

ています。

　

なお、 当年度に導入 （次年度から運用開始） した 「共同研究機器予約システム （ＰＣ予約による手続

き簡素化・利用状況のデータ解析が主目的）」 により、 研究関連機器の利用拡大が見込まれます。

近年整備した研究機器

ｒ高文－線散乱装置ー動的濡事鴎碇装置ニー顕微ーラ；ジ券光装置電ー子孫そ才夕日テーチラ ザーコ

… （ＥＰＭＡ）、 電界放出形走査顕微鏡 （ＦＥ－ＳＥＭ）、 原子間力顕微鏡 （ＡＦＭ）、 超高速液体クロマトグｉ

ニラフ（ＵＨＰＬＣ）、誘導結合プラズマ発光分光分析装置（ＩＣＰ）、フーリエ変換赤外分光装置（ＦＴ－ＩＲ）、；

ｉ研磨機、 イオンスパッタ、 真空乾燥機、 電子天秤、 モーションキャプチャー （ＶＩＣＯＮ）、 小型多：

Ｌ面嘉体狙と テムド△Ｙ臥生体信号計測 メヱム高周波孝之一ヒ！ニ２！ナラーイーザなど一－－－－ノ

（２９）



③研究機器利用支援

　

高性能の分析機器や情報処理設備の有効活用に向けた技術講習会や研究遂行に資する講演会、研究

資金獲得セミナー等を次のようなテーマで３２回 （参加者数合計７８４名） にわたって開催しました。 そ

の結果、 研究機器類の利用度合いは向上 （当年度使用回数４，０２９件） しています。

電界放出形走査顕微鏡（ＦＥ‐ＳＥＭ）、Ｘ線回析装置（Ｘｆの）、顕微ラマン分光装置、電子顕微鏡（ＳＥＭ）、

原子間力顕微鏡 （ＡＦＭ）、 タイヤ材料の開発、 ソフトアクチュエータ及び発電機の開発、 希薄ゴ

ロライ ド系における無機ナノシートの電場応答の基礎、 ＭＴＬＡＢ 基本セミナ」、 モーションキャ

プチャー トレーニングセミナー、 Ｒｏｕｔｉｎｇｉｎ ＶｅｈｉｃｕｌａｒＤｅｌａｙ ＴｏｌｅｒａｎｔＮｅｔｗｏｒｋｓ、 情報工学とスポー

ツ科学の融合切り拓かれる新たな可能性、 ほどよし３，４号の成果と超小型衛星の展望等

④産官学連携

　

地域社会や企業の発展に寄与することの重要性から、 地元産官学との連携を強め、 研究技術の高度

化、 高度人材育成に努めています。 特に、 ふくおかフィナンシャルグループや西日本シティ銀行の企

業ネットワークを通じて研究成果や技術等知的財産の事業化、 九電工や関連企業を通じて電気通信や

環境技術に関する研究高度化・技術開発、 並びに九州工業大学との研究連携による北部九州自動車産

業発展への貢献 （金型製造技術の高度化等） を日指しています。

　

また、これらの連携を研究面はもとより、社会・経済面から総合的に機能させることなどを企図し、

西日本新聞社と包括連携協定を結んでいます。

連携先 連携の目的

ふくおかフィナンシャルグループ 本学が有する研究成果や技術等の知的財産と地元企業ニーズ

の結合など

西日本シティ銀行 本学が有する研究成果や技術等の知的財産と地元企業ニーズ

の結合など

株式会社九電工 本学が有する基礎研究成果と九電工が有する技術を融合した

新規技術の開発など

九州工業大学 金型製造技術の高度化及び関連分野での教育・人材育成に向

けた研究交流や人材交流など

新宮町 環境の保全及び防災・防犯対策の推進、 地域活性化及びまち

づくりに関することなど

古賀市 まちづくりの推進に関すること、 教育・文化及び学術研究の

振興に関することなど

西日本新聞社 九州の教育及び地域社会の充実・発展に寄与する調査・研究

などなど

株式会社正興電機製作所 情報・制御技術の高度化及び関連分野での教育・人材育成に

向けた研究交流や人材交流など

社会医療法人財団池友会

福岡和白病院

環境の保全及び防災・防犯対策の推進、 地域活性化及びまち

づくりに関することなど

社会福祉法人創生会 環境の保全及び防災・防犯対策の推進、 地域づくり活動の支

援に関すること

（３０）



（８）大学院の研究活動等

１）大学院の取組状況

　

大学院では、 国から示された大学院教育の基本的方向性 （大学院教育と学生の質保証、 産学官民の

連携、 大学院修了者のキャリアパス （経歴優位性） 確保など） に沿いつつ、 特に、 学部優秀者の大学

院進学・修学支援 （奨学金等の経済支援、 修士の就活支援等） による質向上に取り組んでいます。

　

工学研究科では、 国際的に通用する 「実践的高度専門職業人」 育成を目的として、 海外協定校での

研修プログラム、 外部組織 （国内外企業、 研究所等） との連携プログラム、 英語カリキュラム改善、

総合研究機構と協働し研究活動を推進する施設設備の環境整備等の取組を積極化させています。

　

社会環境学研究科では、 学部や環境科学研究所と連携し国内外の環境研究活動や発表会への参加、

地域と連携した環境活動等の取組を積極化させています。

学位論文、 研究テーマ一覧（博士後期課程）

専攻 学位取得者 主な研究テーマ

物質生産

システム工学

１名 ・ナノ構造無機物質との複合化による高分子ゲルの機能化

知能情報

システム工学

１名 ・Ａ

　

Ｓｔｕｄｙ

　

ｏｎ ＮａｔｕｒａＩ

　

Ｌａｎｇｕａｇｅ

　

Ｕｎｄｅｒｓｔａｎｄｉｎｇ

　

Ｂａｓｅｄ

　

ｏｎ Ｎｌｅｎｔａｌ

　

ｌｍａｇｅ

ＤｉｒｅｃｔｅｄＳｅｍａｎｔｉｃＴｈｅｏｒｙ

合計 ２名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

学位論文、研究テーマ一覧（修士課程）

専攻 学位取得者 主な研究テーマ

電子情報工学 ９名 ・水中衝撃波を用いた高速非加熱食品加工装置の開発

・Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｏｆａ３－Ｄ ～ｌｅａｓｕｒｅｍｃｎｔＳｙｓｔｅｍ ＢａｓｅｄｏｎａＨａｎｄｈｅｌｄ Ｍｉｃｒｏｓｏｐｅ

生命環境科学 ６名 ．生物のもつ色素に関する研究：八放サンゴの蛍光タンパク質とマリモの光合成色素

・環境中の嫌気性微生物を対象とした簡便な解析方法の構築

知能機械工学 １０名 ・可変剛性機構を有する受動歩行システムの歩行解析

・誘導性エラストマーアクチュエータの開発と電気一力学特性の評価

電気工学 ４名 ・ファジィ理論による活性化アルミ微粒子を利用した小糸発

　

，▲″、”」設計

．ｌｒｏｎ‐ＣｏｒｅＤｅｓｉｇｎｏｆＨｉｇｈＥ焔ｌｃｉｅｎｔＳｗｉｔｃｈｅｄＲｅｌｕｃｔａｎｃｅＧｅｎｅｒａｔｏｒｌｂｒＶａｌｉａｂーｅＳｐｅｅｄ▽ｉｎｄＰｏ・ｖｅｒＧｅ１ｌｅｒａｔｉｏｎ

情報工学 ３名 ・逆畳み込み解析時に発生するリンギング現象の回避手法の研究

・可食インクが電極に付着する振る舞い

情報通信工学 ６名 ・Ｃ１ｐ法による二次元フォトニック結晶導波路の伝送周波数特性の数値解析

・ＷＬＡＮＴｒｉａｇｅシステムの提案とテス トベッ ドによる評価

管理工学 ７名 ・仮想現実技術を用いた自転車歩行者道の環境設計法に関する研究

．ＡＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｏｆＴｒ絢山１ｇＳｙｓｔｅｎｌｏーＩＣａｌｌｉｎｇｒａｐｈｙｗｉｄＩＴＡＮＺＡＫＵｂｙＡｕｇｍｃｎ〔ｅｄＲｅａーｉｔｙａｎｄＤｙｎｍ「ｎｉｃＦｏｎｔ

社会環境学 ３名 ・防災を取り巻く現状と、ＡｒｃＧＩＳを活用した糟屋郡新宮町における３Ｄ防災地図製作について

・中国の再生可能エネルギーの現状と発展：風力発電に関する事例調査を中心に

合計 ４８名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′
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２）大学院の取組成果

　

両研究科では、 論文 （課題） 研究指導の他、 学生の国際会議や学会での口頭発表、 学会誌、 研究紀

要等への研究成果公表、 海タト協定校との研究セミナ」、 講習会への参加等を積極化させています。

　

また、 授業内容とシラバスの整合性を授業評価アンケートをもとに大学院部会で検証し、 その結果

を授業やカリキュラムの改善に繋げています。 当年度は、 英語オムニバス講義の開講、 指導教員帯同

型工場見学・研究交流などを実施しました。

　

一連の取組が国内外の学会等での高い評価 （下表参照） や、 極めて採択難易度が高い、 日本学術振

興会特別研究員 （学術研究の将来を担う優れた若手研究者の養成・確保を目的に創設 （期間３年）、２９

年４月から１名が新規採用、 本学からの採用者合計９名） の採用に繋がりました。

　

学生の研究水準の高度化や、 指導教員帯同型工場見学や就活支援セミナー （トップアップ講座 （１２

回開催））などのキャリア支援等により、当年度の進路決定状況は良好（就職率１００％、実就職率８９．２％）

で、 上場企業や大手・中堅企業 （資本金３億円以上または従業員３００ 人以上） への就職率も約７割と

なりま した。

　

なお、 大学院の内部進学率の向上に向けて、 当年度に 「情報システム工学専攻」 及び 「システムマ

ネジメント専攻」 を設置しました。 これにより、 全専攻が大学の学部学科とつながり、 学部との教育

・研究活動の連続性を促す体系的・組織的な環境が整いました。

　

おって、 大学院のさらなる研究高度化に向けた取組、 海外協定校への留学 （キャリア研修、 語学研

修等）、海外協定校との国際シンポジウムの開催、外部組織との研究ネットワーク活用等を活発化させ、

大学院の魅力度向上に繋げていきます。

主な大学院の取組成果（学会表彰等）

専攻 学会表彰・受賞・採択等 研究テーマ等

知能情報

システム工学

独立行政法人日本学術振興会

　

特別

研究員 （Ｄ２）・槙 俊孝さん採用

・ＬＯＤ の知識構造手法と観光オントロジーの

構築に向けた自治体ＣＭＳ構成法の研究

電子情報通信学会総合大会企画セッション「エーＳｃｏｖｅｒで論文・

技報を活用しよう、世に出そう

　

！」コンテスト 最優秀賞

．Ｔ‐ＳｃｏｖｅｒｓＰｆ＼ＲＱＬＡ‐Ｐーを用いた共起語グラフの構築と可視化による論文

　

検索支援システム（ＮＴｒソフトウェアイノベーションセンタと共同研究〕

電子情報工学 ＩＣＥＥＳＥ２０１６ＢｅｓｔＰｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ Ａｗａｒｄ ．Ｄｅｓｉｇ，ｔ

　

ｏｆ

　

ａ

　

Ｐａｒａーｌｅｌ‐Ｃｏｍｅｃｔｅｄ

　

ｓｙｚｎｍｅｔｒｉｃａＩ

　

ＡＣ．ＡＣ

　

Ｃｏｎｖｃｎｃｒ

　

ＤｅｓｉｇｎｅｄｂｙＵｓｉｏｇｓ・ＹｉｔｃｈｅｄＣａｐａｃｉｔｏｒＴｅｃｈｎｉｑｕｅｓ

ＩＣＥＥ１２０１６ＥｘｃｅｌｌｅｎｔｏｒａＩＰｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ

Ａｗａｒｄ

・Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓａｎｄａｎａｌｙｓｉｓｏｆａｓｉｍｐｌｅｉｎｄｕｃｔｏｒ‐ｌｅｓｓ

ＤＣ‐ＡＣｉｎｖｅｒｔｅｒ

ＩＣＩＣＩＣ２０１６ＢｅｓｔＰａｐｅｒＡｗａｒｄ ・Ｄｅｓｉｇｎｏｆａｎｌｎｄｕｃｔｏｒ‐ｌｅｓｓＤＣ‐ＡＣ１ｎｖｅｒｔｅｒＵｓｉｎｇａ

　

ｓｔｅｐ‐ＤｏｗｎＦｉｂｏｎａｃｃｉＳｅｑｕｅｎｃｅＧｅｎｅｒａｔｏｒ

（社） 産業応用工学会

　

国際会議

ＩＣＩＳＩＰ２０１６ＳｔｕｄｅｎｔＢｅｓｔＰａｐｅｒＡｗａｒｄ

・ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

　

ｏｆＬｅａｍｉｎｇ Ａｎａｌｙｓｉｓ

　

ＳｏｆｔＷａｒｅ

ＵｓｉｎｇＨａｎｄｍａｄｅＣ１ｉｃｋｅｒｓ

生命環境科学 油化学会界面科学部会九州地区講演会 「物理化学

インターカレッジセミナー」 優秀ポスター賃

．Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ

　

ｏｆ

　

ｎｕｏｒｏｈｅｃｔｏｒｉｔｅ／ｐｏ１ｙａｃｒｙｌｉｃ

　

ｎｌｂｂｅｒｃｏｍｐｏｓｉｔｅ

一フルオロヘクトライト／アクリルゴム複合体の合成

日本化学会 「低次元系光機能材料研究会

サマーセミナー」 優秀ポスター賞

・構造色を持つナノシートコロイ ドを固定

化した複合ゲルの合成

資源・素材学会九州支部 平成２８年度若手研究者

および技術の発表会ＢｃｓｔＰｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎＡｗａｒｄ

・高熱伝導窒化ケイ素セラミックスの開発

－混合溶媒の影響

（３２）



（３３）

知能機械工学 （社） 日本フルー ドパワーシステム

学会

　

平成２８年度学術論文賞

・気液相変化により駆動されるゴム人工筋

アクチュエータの製作

（社）日本フル←ドバワーシステム学会・日本機械学会共催

平成２８年秋季フル一ドパワーシステム講演会最優秀講演賃

・エアタービンを用いた空気圧式ボール発

射装置の高機能化

レーザ」学会九州支部学生講演会

講演発表賃

・電歪素子を用いたフイ」 ドバック冷却に

よるマイクロ片持ち梁の熱振動制振

第 １７ 回計測自動制御１学会システムインテグレ

←ション部門講演会 「Ｓ１２０１６」

　

優秀講演賞

・可変剛性機構を有する受動歩行システム

の口バスト性の検証

１９ｔｈ

　

１ｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

　　

ｃｏｎ免ｒｅｎｃｃ

　　

ｏｎ

　　

ｈ江ｅｃｈａｎｉｃａＩ

ＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇａｎｄＡｐｐｌｉｃｄＭｅｏｈａｎｉｏｓＢｅｓｔＰａｐｅｒＡｗａｒｄ

・イナータを用いた１自由度振動系の動特

性に関する理論解析と実験研究

ＴｈｅｌｓｔＦＩＴ－ＭＥＳｙｍｐｏｓｉｕｍ 優 秀 ポ ス

ター賞

・強化型エラストマ」アクチュエータの電

気－力学挙動

電気工学 電気学会

　

九州支部長賞 ．Ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔａｌ

　

ｐ「ｏｄｕｃｔｉｏｎ

　

細ｄ

　

０ｐｅｒａｔｉｏｎ

　

ＴｅｓｔｏｆＳｗｉｔｃｈｅｄ

Ｒｅ【ｕｅｔａｎｃｅＭｏｔｏｒＤｒｉｖｅｆｂｒＥ１ｅｃｔｒｉｅＶｅｈｉｃーｅ

管理工学 ２０１６年工ＥＥＥ福岡支部

　

発表奨励賞 ・人

　

Ｄｅｖｅーｏｐｍｃｎｔ

　

ｏｆＴｒａｉｎｉｎｇＳｙｓｔｅｍ

　

ｏｎ

　

Ｃａｌｌｉｎｇｒａｐｈｙ

　

ｗｉｔｈ

　

ＴＡＮＺＡＫＵｂｙＡｕｇｍｅｎｔｃｄＲｅａｌｉｔｙａｎｄＤｙｎａｍｉｅＦｏｎｔ

第２２

　

回人工生命とロボットに関する国際シンポ

ジウムＡＲＯＢ２２ｎｄ２０１７ ＹｏｕｎｇＡｕｔｈｏｒＡ・ｖａｒｄ

・競技用自転車のペダリング技術語価に関

する研究



（９）キャリア教育・就活支援の取組状況

１）キャリア教育・就活支援の取組状況

①中長期・実践型インターンシップ推進と教育的な指導体制の構築

　

実社会における就業力の構成要素を 「志向する力」「共働する力」「解決する力」「実践する力」 の ４

つに分解した上で、 それぞれの趣旨に適う学科目を適切に年次配当しながら全学的なカリキュラム整

備 を進め、２４ 年度から 「就業力育成プログラム」 として体系化しています。 学士課程を通じて段階的

に就業力の育成を図る新たな教育システムとして取り組んでいます。

　

このプロ グラムでは正規の授業と して 「キャリア形成」 「日本語表現」 及び 「コミュニケー ション基

礎」 を１年次に、「技術者倫理」「就業実習」 等を２ 年次以降に開講し、 入学後早期にキャリアに関す

る目標設定を行い、 学修に応じて、 身に付けた就業力の確認やキャリア像の明確化を図っています。

　

この流れの中で、学生のニーズに対応したプログラムの多様化を図るために、２７年度から新たに「就

業実習」 の－形態として 「中期実践型インターンシップ」 の取組を開始し、２８年度は受け入れ企業の

開拓や職員による学生サポート体制の整備等により参加学生は ２０ 名となり、 大幅に増加 （２７年度 ８

名） しました。 これは企業等の課題に基づいて行う

　

４～６ 週間の課題解決型プログラムであり、 課題

を解決するためのプロセスを実践することで実社会でも応用可能な汎用的能力を養うことを目的とし

ていま ず。

　

また、 学生自らがキャリアに関する達成目標を設定し評価する仕組みとして、 キャリアポートフォ

リ オ＊１ を導入しています。 多くの学生からキャリアポートフォリオや学習カリキュラムについて、 有

効であるとの感想が述べられています。

　

こうした取組の結果、インターンシップ科目「就業実習」の履修者が２５年度の１２名から、２６年度１０５

名・２７年度９３名・２８年度９７名へと大幅に増加しています。 カリキュラムの流れの中で学生自らのキ

ャリアに関する認識を深め、 インターンシップの重要性に気づき、 自発的に履修したものと評価して

います。

＊１ キャリアポー トフオリオ

就業力に関する上記 ４ つの能力を高めるために学生自ら目標設定と自己評価を行い

々な活動の中から得られた学びや気づき等を記録・蓄積していくシステム。

②キャリアプランニング支援

　

個人面談 （全員面談） を起点として、 面接・履歴書講座、 業界研究会の開催やインターンシップ参

加など学生の能力・適性向上に向けた様々な取組を実施しています。 他方で、ＯＢ

　

による企業セミナ

ーや地元企業交流会を定期的に開催するなど求人企業拡大にも力を注ぎ、 併せて関東・関西地区等へ

の活動旅費を補助する等、段階的、 体系的に組み上げた総合的就職支援事業を行いました。

　

また、２８ 年度は東京・大阪地区の企業を本学に招いて企業交流会を開催しました。 これにより、 本

学の教育・研究及び運営に関する認知度を高めること、 及び今後の採用に繋がるように積極的な情報

発信を行うことができました。

③就活学び直しプラスワンプロジェクト

　

「学生・父母にとって進路が決定することの重要性」 を強く認識し、 様々な理由により卒業時に就

職できなかった学生に対して、 サポートしています。

学生生活の様

（３４）



具体的には、 個々人のバックグラウンドに対応した種々の支援策 （進路未決定に至った原因の確認

やキャリアプラン再構築のためのカウンセリング、 大学と学生双方による進路決定までのプロセス管

理等） を講じるもので、「プラスワンプロジェクト」 として、 卒業後の進路保証する取組を用意してい

ます。 当年度は、前年度の就職状況の良好さから学生の当プロジェクトへの登録はありませんでした。

④短大の進路決定支援（進路保証プログラム） の取組状況

　

短大では、 学生一人ひとりの教育・学生生活に深く関わり、 確実に 「学力」「意欲」「社会性」 を向

上させ、「希望を叶える （目指す進路を実現する）」 ことを目的として 「進路保証プログラム」 を確立

しています。 このプログラムは入学前の教育から開始し、 入学後には基盤教育を経て 「編入学教育プ

ログラム」 と 「就職活動教育プログラム」 に分かれてきめ細やかな教育を行うものです。

　

編入学教育プログラムでは、 国公立大学、 福岡工業大学、 その他の大学への編入学を目指し、 さら

に学びを深めようとする素養を身に付けます。 当年度は、 大学への編入支援として、 英語では ＴＯＥＩＣ

の活用 （上位層）・苦手意識の克服 （下位層）、 数学では早朝及び放課後の集中課外講座の実施、 物理

では早朝からの課外講座、 小論文では個別添削指導を徹底するなど、 多くの支援を実施しました。

また、 就職活動教育プログラムでは、 希望する職種に応じ知識や技術を身に付けられるよう正課内外

で体系化したキャリア教育を行い、 進路決定の向上を図っています。 当年度は就職支援として、 就職

基礎力養成講座 （ＳＰＩ試験対策） の開講、 インターンシップ支援、 ゼミ別学生面談会、 大手企業受験

学生に対する特別支援、 短大単独企業選考会等の取組を行いました。 加えて、 学生就職カルテを利用

して学生の就職活動の動向を教職員間で共有し、 個別の指導を徹底しています。

　

さらに、 資格取得支援については、 授業内容と日指す資格の連関を強めることや、 資格奨学生制度

の充実を図ることなど、 学生のモチベーションを高める取組に力を注ぎました。 この結果、 資格取得

者数は、 延べ人数で１５３名 （２７年度１４９名） となり、 高位で安定しています。

２）大学・短大の進路決定状況

　

大学・短大の就職状況は、 就職率・実就職率ともに良好 （全体傾向として７か年連続で関係比率が

向上） でした。 関連する指標は、 過年度から継続して全国や福岡県の平均水準を上回って推移してい

ます。 短大の編入学状況は、 上述の様々な取組の結果、 大学編入希望者６８名に対し、 延べ編入合格者

数７８名 （実数６７名） と高位の編入率 （９８．５％） を維持しました。

　

特に、 過年度よりニート・フリーターとなる卒業生を出さないこと （無業者数の減少 （改善）） を目

標に掲げて種々の取組を進めてきました。 その結果、 大学・短大ともに当該指標は近年最も良好とな

りました （大学学部：３１名 （無業者率３．４％）、 大学院：５名 （同９．６％）、 短大：１３名 （同８．６％））。

これは、 就職教育・支援の取組がより 「全学を挙げた」 組織的なものになり、 加えて種々のガイダン

ス等の取組が系統的に整備され確立しつつあることが要因であると判断しています。

　

また、 学生の就職力を高めるために、 その支援体制整備として、 設置する９学科に１名以上の専任

指導担当者を配置、 さらに教職協働によって重層的に支援するために学科就職指導教員等に 「就職指

導セミナ」」 の開催等を行いました。

就職教育については、 インタ←ンシップを拡大・充実するとともに、 就職活動の準備段階で 「′心構

え・基礎力育成ガイダンス、 実践会」 の取組を増やしました。 就活段階では、 東京事務所や大阪事務

所の企業ネットワークを通じて求人・採用の働きかけを強化し、 企業訪問 （約 ４５０ 社） を行うととも

に、 学生と企業の接触機会を確保するために学内合同説明会を開催 （参加企業総数８０１社 （前年度８６３

（３５）



社）、 参加学生延べ５，０５０名 （前年度５，７６４名）：就職状況が良好だったため、 開催回数４回 （前年度５

回） に変更） しました。

　

なお、 上述の取組を行ったことや大学生の新卒求人倍率 （リクルートワークス調べ） が１．７４倍 （昨

年度１．７３倍） に向上したことなどから、 本学への求人数は２，５２５社 （前年２，４４９社） に増加しました。

大学・短大の就職状況

学部等区分 卒業者

①

進学者

②

就職対象者

①‐②＝③

就職希望者

④

就職希望率

④／③

就職者

⑤

就職率

⑤／④

大学学部 ２８年度

２７年度

９０３

９３４

３７

　

覚

８６６

８８２

８３７

８４５

９６．７％

９５．８％

８３５

８３６

９９．８％

９８．９％

（増減） △３１ △１５ △１６ △８ ０．９％ △Ｉ ０．９％

大学院 ２８年度

２７年度

５２

　

５

　

２

）

　　

‘、Ｊ

４７

４７

４２

４２

８９．４％

８９．４％

４２

４２

１００．０％

１００・０％

（増減） ０ ０ ０ ０ ０

短大 ２８年度

２７年度

１５１

１６２

６７

　

７

　

８

８４

８４

６４

６８

７６．２％

８０．９％

６４

６７

１００・０％

９８．５％

（増減） △１１ △１１ ０ △４ △４．７％ △３ １．５％

（参考） 全国の大学就職率 ９７．６％ 「平成 ２８ 年度大学等卒業者の就職状況調査」（文部科学省・厚生労

働省調査、２９年４月１日現在）
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（１０）高校の進学・就職教育・支援の取組状況

１）進学・就職教育等の取組状況

①進学実績向上の取組

　

１類クラス （国公立大学への合格を目標とするクラス） はもとより、１１類クラス （普通科一般クラ

ス） の進学実績を向上させることを当面の重要課題としています。 当年度入試では国公立大 （準大学

を含む） には８７名 （目標１００名） が合格し、 高水準を維持しています。 このうちロ類クラスからは２６

名 （目標１０名） が合格しました。

　

ｎ類クラスでは、 模擬試験の有効活用策としてその事後指導の徹底、 早朝補習、 放課後学習会、 や

り直しテスト等の課外学習の充実、難関大学志望者特別学習会の開催、「総合学習時間（Ｊプラス）」（年２０

回） での高大連携教育の拡充等、 様々な取組が有効に働いたものと判断しています。

　

上述の他に、 進学指導の体制整備として、 授業評価やこれに基づく業績評価、 各教員による年間授

業計画の策定、 授業力向上の取組等を積極化しました。

　

また、 生徒の進学意識向上のために、 その趣旨に適うＬＨＲ運営、 外部講師による進学講演会、 土曜

講座、 校内大学説明会、 難関私大視察と指定校枠確保、 保護者への大学情報の積極発信、課外学習で

の生徒の将来に向けた実践型キャリア教育等、 あらゆる方面から進学指導を積極化しました。

②就職実績向上の取組

就職についても、「就職内定率 １００％」 の具体的目標を掲げ、 これを達成 （学校紹介内定率 １００％、

全体内定率１００％） しました。 就職希望者の基礎力養成講座・補習の実施、 面接指導 （模擬面接）、 イ

ンター ンシップ （１０６社 ２０２ 名） 等、 様々な就職教育施策を強化するとともに、 企業等との関係強化

・新規開拓等の支援強化を引き続き行ってきたことが良好な内定率に繋がったものと判断しています。

　

また、 進学指導と同等に細かな指導を継続した結果、 国家資格、 英検、 パソコン検定、 情報処理技

術者資格等の合格実績 （１，５７１名） は過去最高 （特に、第二種電気工事士資格合格率は全国第 ２ 位の

９５，ｏ％） でした。 これも、 上記の 「就職内定率 １００％」 の目標達成に貢献していると判断しています。

２）進学の実績

進学実績は、 国公立大学 「１００名以上の合格」 目標に対して、「８７名合格 （京都大、 九州大、 九州工

業大、熊本大等）」 となり、良好な成績を維持しました。 難関私大合格も、 慶応義塾大２名、早稲田大１

名、明治大７名、東京理科大４名、同志社大６名、 関西大３名、 関学大２名、 立命館大２３名等であり、

毎年向上しています。 特に、 福岡県下の国公立大学合格者は３４名となり、 福岡工業大、 西南学院大及

び福岡大の地元私大に安定的に合格していることは、 高く評価しています。

　

また、 過年度に続き、 大学受験雑誌の進学実績ランキング等に、 幾度となく 「進学実績優良校」 と

して掲載・紹介されるようになりました。

　

なお、１２ 年 （学校改革元年） 以降、 毎年安定的に進学実績を伸ばしてきたことは、 近隣の中学校・

保護者等からも評価されており、 後述の入学志願者の増加の要因になっていると判断しています。

３）就職の実績

就職実績についても、 進学実績と同じように良好な結果となり、 当初目標 「就職内定率 １００％」 を

達成しました。 就職先企業は、 トヨタ自動車（株）、（株）ブリヂストン、（株）ダイショー、 マツダ（株）、

トヨタ自動車九州（株）等の大手企業や福岡市職員、 福岡県警等の公務員への就職が実現しています。
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高校の大学等進学（合格者） 状況

国公立大学等 ２８年度 ２７年度 増減

九州大学

九州工業大学

福岡教育大学

北九州市立大学

福岡県立大学

福岡女子大学

佐賀大学

長崎大学

長崎県立大学

大分大学

熊本大学

熊木県立大学

宮崎大学

鹿児島大学

琉球大学

名桜大学

高崎経済大学

埼玉大学

電気通信大学

京都大学

大阪府立大学

神戸大学

兵庫県立大学

鳥取大学

広島大学

山口大学

山口東京理科大学

下関市立大学

高知工科大学

その他国公立大学等

６

５

５

１３

Ｉ

４

７

５

Ｉ

２

４

Ｉ

２

４

Ｉ

４

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

０

Ｉ

０

Ｉ

Ｉ

２

２

Ｉ

９

６

９

４

ｌｏ

３

７

９

７

０

Ｉ

５

Ｉ

Ｉ

２

３

Ｉ

０

０

０

０

０

Ｉ

０

Ｉ

０

６

２

６

Ｉ

３９

　

０

△４

　

Ｉ

　

３

△２

△３

△２

△２

　

Ｉ

　

Ｉ

△Ｉ

　

０

　

Ｉ

　

２

△２

　

３

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

△Ｉ

　

Ｉ

△Ｉ

　

Ｉ

△５

　

０

△４

　

０

△３０

国公立大学等小計 ８７ １２５ △３８

高校の就職状況

私立大学 ２８年度 ２７年度 増減

福岡工業大学

西南学院大学

福岡大学

九州産業大学

中村学園大学

久留米大学

筑紫女学園大学

福岡女学院大学

立命館ァゾァ太平洋大学

慶応義塾大学

早稲田大学

東京理科大学

明治大学

青山学院大学

法政大学

日本大学

東海大学

大東文化大学

駒樟大学

帝京大学

創価大学

北里大学

芝浦工業大学

同志社大学

立命館大学

京都産業大学

関西大学

関西学院大学

近畿大学

その他私立大学等

１，１７２

　

５９

１０２

　

５１

　

２６

　

２４

　

２０

　

９

　

７

　

２

　

Ｉ

　

４

　

７

　

０

　

４

　

４

　

Ｉ

　

２

　

Ｉ

　

７

　

５

　

２

　

Ｉ

　

６

　

２３

　

２

　

３

　

２

　

２３

１４９

１，００６

　

６８

１２８

　

３１

　

１５

　

９

　

２２

　

１２

　

５

　

２

　

０

　

５

　

５

　

Ｉ

　

Ｉ

　

７

　

５

　

０

　

３

　

３

　

０

　

０

　

３

　

７

　

１４

　

０

　

４

　

４

　

１８

１１３

１６６

△９

△２６

　

２０

　

１１

　

１５

△２

△３

　

２

　

０

　

Ｉ

乙 １

　

２

乙 １

　

３

乙 ３

乙 ４

　

２

乙 ２

　

４

　

５

　

２

△２

△Ｉ

　

９

　

２

△Ｉ

△２

　

５

　

３６

私立大学小計 １，７１９ １，４９１ ２２８

合

　

計 １，８０６ １，６１６ １９０

就職状況 就職対象者 就職希望者 就職希望率 内定者 内定率

２８年度

２７年度

６８

８４

６８

８４

１００・０％

１００・０％

６８

８４

１００・０％

１００・０％

（増減） △１６ △１６ ０・０％ △１６ ０・０％

就職対象者：卒業者数一進学者数等

（３８）



（１１）国際交流・グローバル化教育の取組

１）国際交流・グローバル化教育の取組状況

①国際交流等支援体制

　

国際交流・グローバル化教育の所管事務局には、 英語・中国語及び海外事情に精通した専任スタッ

フやネイティブスタッフ、 留学生の日本語教育に従事する専門のスタッフを配置するとともに、 学生

部にも留学生担当職員を配置し、 留学生の学修支援体制を整えています。 さらに、 これらの教職員陣

容強化に加え、２９年４月より、 グローバル化推進教育の拠点として、 α棟２階を改装しました （グロ

ーバルスチューデントラウンジ）。 ここには、 留学・語学・学習相談、 並びに教育プログラム開発を行

う国際交流サークルスクエア、 英会話レッスンエリアを備えています。

　

また、 本学学生の米国留学・語学研修の支援及び教職員の米国における ＦＤ・ＳＤ 活動を支援するた

めカリフォルニア・オフィスを設置、 また大学間連携ネッ トワーク （頁刀ＮＢＡ＊１） に加，盟しています。

　

なお、留学生等の派遣・受入の際、授業料等の減免及び滞在費について、日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）

からの補助を受ける等、 学生負担の軽減にも配慮しています。

＊Ｉ

　

ＪＵＮＢＡ：ＪａｐａｎｅｓｅＵｎｉｖｅｒｓｉけ ＮｅｔｗｏｒｋｉｎｔｈｅＢａｙ Ａｒｅａ

「サンフランシスコ・ベイエリア大学間連携ネットワ」ク」 のことで、 米国西海岸に拠点を持つ日本

の大学が加盟し、 大学の国際化推進や国際的人材の育成などを目的として設立されている。 他の主な

加盟校は、 九州大、 鹿早島大、 大阪大、 東北大、 東京工業大、 横浜市立大、 法政大、 東京理科大など

であり、 日本学術振興会 （ＪＳＰＳ） サンフランシスコ研究連絡センターが事務局を努めている。

②Ｆ１Ｔグローバル卒業生ネットワーク

本学が派遣・招致した留学生と留学プログラム終了後や卒業後も継続して交流を図り、 グローバル

人材としての活躍や成長を長期的に支援し、 情報共有を行うネットワークを形成しています。 このネ

ッ トワークは ７ か国 （アメリカ、 アルバニア、 オース トラリア、 韓国、 タイ、 中国及び日本） に増え

卒業生 （加入者） も ６３８ 名まで増えました。 彼等の各国代表者を通じて得る活躍情報をもとに発行す

るニュースレターで、 成長や活躍ぶりを広く紹介することで、 卒業生や在学生の視野拡大及び学習意

欲向上に寄与しています。

③福工大日本語センター（タイ）

　

留学生教育充実の取組として、 タイに本学の日本語教育センターを設置しています。 現在、 協定校

であるキングモ ンクッ ト工科大学内 「バンコク・オフィス」 において、 本学とのジョイ ントプロ グラ

ムを通じて、 修学意欲、 学習能力の高い学部生・院生の受け入れを行っています （スタディツアー）。

④ＬＥＡＤＰｒｏｇｒａｍ（教職協働米国研修）＊２

２５ 年度よりスタートした教職協働を推進するプログラムで、 教職員が教職協働で教育研究及び大学

運営において広い視野と優れた知見を重ね、 大学の将来を担う次世代リ」ダーの養成を目的としてい

ます。 若手教員２名と職員２名でチームを編成し、 約２週間にわたり米国の高等教育機関で教育や調

査を実践しました。

＊２

　

ＬＥＡＤ：Ｌｅａｄｅｒｓｈｉｐ ＥｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

（３９）



２）国際交流等の取組成果

経済・学術交流のグローバル化に適応するため、 米国に４大学、 オーストラリアに１大学、 中国に４

大学、韓国に３大学、並びにタイに２大学など６か国１６大学と学術交流協定を締結しています。また、２０

年１０月に国際交流支援室を設置、２５年４月より 「国際戦略室」 に改称、２７年７月にはグローバルス

チューデントラウンジを設置する等、 いっそうの交流拡大を目指しています。

　

本学の活動は、 留学生の派遣・受入、 科目等履修生の受入、 短期研修プログラムでの派遣・受入、

さらに日本学生支援機構による留学生交流支援制度に採択されたプログラム（＊３） で構成しています。

　

なお、 近年 は、 ア ジアに開かれた大学と して、 ＡＳＥＡＮ 諸国を中心に学術交流使節団の派遣・受入

も活発になっています。

＊３

　

国の学術グローバル化政策に沿い文科省の関連補助事業が拡充されている。本学では５件申請し、

　

３ 件採択された。（ＡＣＥ プログラム （Ｆ工Ｔ‐ＣＳＵＥＢ 派遣）、 シリコンバレーで学ぶ大学院キャリア形成

　

プ ロ グラ ム、 ＫＭＩＴＬ－ＦＩＴ ビア・イ ンターンシッププログラム）

本学に在籍する留学生数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２９年５月１日現在）

学部等 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

中国 その他 中国 その他 中国 その他 中国 その他 中国 その他

学

　

部 ６６ ３ ４０ ４ ３２ ６ ２７ ５ １７ ８

短大 ３ ０ ２ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ ３

大学院 ３４ １９ ４５ １２ ４２ ９ ３４ ６ ３８ ５

研究生 ３ ２ ０ ２ ０ ３ ３ ３ ５

合計 １０６ ２４ ８８ １７ ７７ １６ ６５ １５ ５９ ２１

協定校から当年度に受け入れた留学生 短期学生交換プログラム等

大学名 課程 学生数 備考

南京理工大学 （中国）

キングモンクット工科大学 （タイ）

青島科技大学 （中国）

大学院修士

大学院修士

大学院修士

６名

３名

６名

ダブルディグリー制度

短期学生交換プログラム等

大学等名 プログラム名称等 学生数 期間

カリフォルニア州立大学イ

一ス トベイ 校 （ＣＳＵＥＢ）

（米国）

・Ｆｎ＼ＴＥ プログラム （福岡工大特別留学プ

ログラム）

・海外英語研修 （大学、 短大）

２名派遣

３５名派遣

１年間

２３日間

ハワイ大学マノア校

（米国）

・ＡＣＥプログラム （米国研修） ｌｏ名派遣 ７日間

ＣＳＵＥＢ、 サンノゼ州 立大学

（米国）

・ＳＴＡＲ プログラム （シリコンバ レーで学

ぶ大学院キャリア形成プログラム）

５名派遣 １２日間

ＵＳ‐ＪＡＰＡＮ フ ォ ー ラ ム

（米国）

・カリフオルニア・イノベーション研修

（米国派遣）

１名派遣 １０日間

（４０）



・グローバルプロ養成コース （米国派遣） １名派遣 ３１日間

キングモンクット工科大学

カラバン校

（タイ）

・施ＭＩＴＬサマープログラム

・ＫＭＩＴＬ－Ｆｒｒ

　

ビ ア ・ イ ン タ ー ン シ ッ プ プ

ロ グラム

・日本語センター学生のスタディツアー

・科目等履修生

２５名受入

１２ 名派遣

８名受入

８名受入

２名派遣

２４日間

１９

　

日間

１２日間

１２日間

１年間

慶星大学校

（韓国）

・科目等履修生 （前期）

・科目等履修生 （後期）

１名受入

２名受入

６か月間

６か月間

亜州大学校

（韓国）

・科目等履修生 １名受入 ６か月間

大連理工大学

（中国）

・科目等履修生 （１年生） ５名受入 １年間

南京理工大学

（中国）

・中国サマープログラム

・南京理工大学短期研修

ｌｏ名派遣

６名受入

９日間

９日間

青島科技大学

（中国）

・青島科技大学短期研修 １名受入 ９か月間

派遣・受入人数合計 （教職員の派遣は除く

　

＊４） ７８名派遣

５７名受入

　　　　　　　

ノ

学術交流の使節団等

使節団名称 国名 プログラム名称等 学生数 期間

公益財団法人福岡アジア

都市研究所訪問団

中国 ＪＳＴ さく らサイ エ ンス プラ ン

科技技術体験コース（高校生）

１２名受入 １日間

アラメダ高校訪問団 米国 城東高校野球部との交流プロ

グラム

３０名受入 ８日間

一般財団法人国際協力セ

ン夕一 （ＪＩＣＥ） 訪問団

シンガポー

ノレ

外務省対日理解促進プログラ

ム （ＪＥＮＥＳＹＳ２０１６）

２６名受入 １日間

派遣・受入人数合計 （教職員の派遣は除く

　

＊４） ６８名受入

　　　　　　　　　

′

＊４

　

協定校等の間では、 教職員の交流も活発化しており、 当年度は約４０名の派遣・受入を行った。

（４１）



（１２）学生・生徒生活・学習支援

１）退学・除籍防止策等の取組状況

　

退学者数 （率） の減少に向けて、ＦＤ 推進室・教務部・学生部が協働し、 統一したサポート体制と

その運用を確立しています。 学部・学科、 教務課、 学生課、 就職課等の関係事務局、 並びに学生相談

室 （専任カウンセラー） が重層的に指導・支援する仕組みです。 対象学生に対しては、「多欠席・単位

不足者の面談・指導」、「要配慮学生の把握と段階的支援」 等を行っています。

　

当年度は、「多欠席・単位不足者に対する面談・指導」を強化した結果、面談実施率は向上（６２％（昨

年度 ５５％）） しました。 これらにより、 昨年、 増加した退学・除籍者数が、 当年度再び減少に転じた

と判断しています。 今後は、 学生生活実態調査の調査方法見直し等により、 上述施策の奏功度合い等

を検証します。

大学（学部）の休学・退学・除籍等の推移

　

学籍異動区分（率） ２８年度 ２７年度 増 減

在籍者数 （年度当初） ４，２３８ ４〉２８７ △４９

休学者数 １５０（３．５％） １３４（３．１％） １６（０．４％）

退学者数

除籍者数

１３０（３．１％）

１６（０．４％）

１５２（３．５％）

２６（０．６％）

△２２（△ｏ．４％）

△１０（△０．２％）

退学・除籍者数計 １４６（３．４％） １７８（４．２％） △３２（△０．７％）

留年判定数 ３５１（８．３％） ３４１（８．０％） １０（０．３％）

２）短大の学力向上対策、 留年・退学防止対策の取組状況

　

学力向上支援策として、 プレースメントテスト結果に基づく数学・国語等基礎講座 （課外） を実施、

また留年・退学防止策として、 教養ゼミにおける要指導学生の早期把握と指導・支援徹底 （個別指導

強化など） を行っています。 また、 要配慮学生については、 大学と協働し、２ 学科と短大事務室が－

体となって指導・支援を行っています。

　

これらの取組によってもなお、 退学・除籍者数は一進一退を繰り返していることから、２９年度は学

生相談体制の更なる強化に努める予定です。

短大の退学・除籍等の推移

学籍異動区分（率） ２８年度 ２７年度 増 減

在籍者数 （年度当初） ３８９ ３９５ △６

退学者数

除籍者数

２３（５．９％）

７（１．８％）

２０（５．１％）

５（１．３％）

３（０．８％）

２（０．５％）

退学・除籍者数計 ３０（７．７％） ２５（６．３％） ５（１．４％）

３）高校の生徒指導の取組状況

高校では、「教育は、 不完全な者が不完全な者にかかわる営みである」 との基本的考え方のもと、 挨

拶指導・評価、 環境教育・評価、 清掃指導、 遅刻・欠席指導、 校外指導及び生活安全指導等の系統的

生徒指導を行っています。 教職員自らが学び続け、生徒を率先・垂範することの徹底を図っています。

諸指導の事後評価に関して、 挨拶評価では、３段階中最低評価 「Ｃ」 のクラス （生徒） はゼロ （Ａ評

（４２）



価１８％、Ｂ評価８２％） となり、 基本的な生活習慣が確立していることの表れと認識しています。

　

また、 清掃活動も過年度に続き良好、 遅刻・欠席は、 全校生徒の出席率が ９９％を上回り良好、 問題

行動等に対する特別指導件数は１４件程度に留まる等良好な結果を継続しました。 特に、 出席状況につ

いては１２年間・６年間・３年間皆勤賞受賞者が各々 ９名、５６名、２９２名 であること等から、 極めて良

好であると判断しています。

４）学習環境（図書館資料整備、 情報処理環境整備等） の整備等

　

文科省答申では、 学生の学修時間とりわけ授業時間外の学修時間が少ない一方、 参加型授業や自主

的活動への参加が多面的能力の育成に極めて大きな影響を及ぼすとされています。 これに沿い、 本学

では、 大学改革ニーズへの積極的な対応のため、第皿期施設・設備整備計画に基づいた学修環境整備

を続けています。

①Ｅ棟（６，８８４請） の竣工等による研究支援、 学生支援等

　

Ｅ棟は、 研究活動・学生サポ←ト・ＦＤ（教授・教育方法開発） の機能を集約・高度化して、２８年８

月 に竣工 しま した。 １ 階には、 総合研究機構を配置し、 それまでキャンパスに点在していた研究機能

を集約しました。 エレクトロニクス・情報科学・環境科学の ３ つの研究所、 オープンラボ （外部連携

研究等に利用）、 産学連携推進室等からなり、 最新の研究機器 （約 ５０ 種） を備えた研究活動の高度化

・実用化の拠点といたしました。

２階は学生課、教務課、大学院事務室及び就職課を一体的に配置しました。「学生サポートセンタ」」

として、 学生のキャンパスライフ・学業・大学院進学・就職まで、「進路決定」 に向けた総合的なサポ

ートを行うことを目的としています。

３ 階は、 ＦＤ 推進機構、 大学・地域連携推進室等を配置し、 ここを拠点として新たな教育方法を研究

・開発・試行と外部との連携の強化・発展に取組んでいきます。

　

なお、 当年度も第ｍ期施設・設備整備計画の一環として、Ｂ・Ｃ 棟の学生ホールを改装してラーニ

ングコモンズとしての機能を向上させ、 併せて Ｂ・Ｃ・Ｄ 棟各階に教室以外でもアクティブに学修で

きるラーニングコーナーを増設しました。 学生のキャンパス滞在時間の増加と学修スタイルの多様化

に対応したものです。

②図書館の学習支援等

　

図書館は、２７ 年 １０月に利用者の増加、利便・快適性の向上、 主体的学修支援機能の強化に向けた

改装を行い、ＩＣＴ を活用した先進的図書館 「Ｆ工Ｔ

　

Ｌｉ血」 となりました。３ 階はアクティブな学修環境

（ＡｃｔｉｖｅＦ１ｏｏｒ）、 ４階はパーソナルな学修環境の 「静穏」 空間 （ＱｕｉｅｔＦ１ｏｏｒ）、５階は高度な調査・研究

に集中する 「超静穏環境」（ＳｉｌｅｎｔＦ１ｏｏｒ） としてそれぞれ整備し、 これら特徴あるフロア構成で学生の

多様な学修スタイルに対応しています。

　

上記の環境整備の効果は非常に大きく、当年度の図書館利用者数は、１７１，６６９人（前年比１．７１倍）、Ｗｅｂ

ページ閲覧数 ２０８，５３３ 件 （前年比１，１５倍） となりました。 また、 図書館と一体的な運営を行っている

α棟ラ←ニングスペースは、 過年度に畳敷きに変更し、 空調設備を整える等快適性が増したことによ

り、 常に賑わうビア・レビュー空間として改装効果を実現していることが確認されています。

　

なお、 過年度に引き続き、 シラバス参考図書資料、 英語教育関連図書、 資格取得・就職対策資料の

整備を継続 しま した （蔵書数：和書２４１，５０２冊、 洋書６６，６１８冊、 学術雑誌１，６９８種、 ＡＶ 資料７６３点）。

（４３）



　

おって、 図書館の学術情報基盤センタ←としての役割に関して、 デジタルアーカイブ機能を向上さ

せるため、 当年度より、 大学共同利用機関法人国立情報学研究所 （ＮＩ工） 機関リポジトリ＊１ システム

への参加準備を整え、２８年４月に加盟しました。 今後も、 研究論文等デジタル資料の積極的な登録を

進めることにより、 知的財産の社会還元をいっそう進展させる見通しです。

＊１ 機関リポジトリの意義と役割

①知的財産・資料の集積及び長期保存、 ②論文・データ・報告書等の公表及び提供、 ③教材の電子

化・提供・保存のこと。 利用する大学等の学術研究機関としては、 各機関が有する様々な知的財産に

どこからでもワンストップアクセスが可能であり、 原則として無償で利用することが可能である。

図書館への入館者数・貸出数

利用者区分 ２８年度 ２７年度 増

　

減

入館者数 貸出数 入館者数 貸出数 入館者数 貸出数

大学学生

大学院生

短大学生

研究生・科目等履修生

教職員

学内関係者（特別許可者）

学外利用者

１２６，２２０

　

１，９４２

４，０１４

　

２９５

２，４７６

２，７１５

３４，００７

１１，４８３

１，０９９

　

３７０

　

１６

　

８７８

　

９４７

１つ５９１

６７，６３７

１，２６４

１，９４５

　

１６４

２，５５８

２，７０７

２４，１０２

１０，８６５

　

９６０

　

５１０

　

５５

　

９４４

１，０２９

　

９６９

５８，５８３

　

６７８

２，０６９

　

１３１

乙 ８２

　

８

９，９０５

　

６１８

　

１３９

△１４０

△３９

△６６

△８２

　

６２２

合

　

計 １７１，６６９ １６，３８４ １００，３７７ １５，３３２ ７１，２９２ １，０５２

③情報処理センターの学習支援等

　

２５年度に実施した次世代型ＩＣＴ教育ニーズに対応したＩＣＴ 環境の全面リニュレアル （文科省 「ＩＣＴ

活用推進事業」 採択） により、 種々のＰＣ処理速度が格段に高速化され、 操作・利便性、 無線ＬＡＮ機

能、 セキュリティ機能等も同様に高度化された結果、 西日本有数の情報処理教育環境は、 より確実な

ものとなりました。

　

さらに、 当年度は、 上述の第ｍ期施設・設備整備計画の一環として、 高度なＩＣＴ 授業を全学的に展

開するために、最先端ＰＣ 教室、ＩＴコモンズを新設 しま した。ＰＣ 群は最新 ＯＳを搭載し、一般家庭の１００

倍相当の超高速ネットワ←クを介して、 プログラミング、ＣＧ デザイン、 回路設計、 統計等の３０種類

以上のソフトウェアを運用しています。（文科省 「教育研究活性化設備整備事業」 採択）。

　

当年度のＰＣ演習室からのログイン回数は３７万２千回 （２７年度４１万４千回 （１０．１％減少）） となり

ました。 この減少理由は、 ①クリエイティブ・ラボ等の高機能 ＰＣ の利用が増加し１ 回のログインあ

たりの利用時間が増加したこと （延利用者数 ２９，３９９ 人）、 ②学生ホール等のラ」ニングスペースを整

備したことによって学生が個人で所有するＰＣ等からのログインが増加したこと、 ③ＰＣ演習室を順次

閉鎖して環境整備を行ったことなどがあげられます。

　

なお、 本学では、 ＷＥＢ による学生の出席管理、 学習管理、 指導履歴管理等の学習管理システムの導

入を行っており、 関係業務の効率化、 精度の向上に貢献しています。

（４４）



④エクステンションセンターの学習支援等

　

当センタ←では、 学生を対象とした資格取得支援講座、 一般の方を対象とした ＦＩＴ オープンカ レッ

ジ（文化・教養講座など）を開講しています。資格取得支援講座では、／ミソコン、ＩＴ関連（ＭＯＳ（Ｍｉｃｒｏｓｏ宜

ｏｆｎｃｅ

　

ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ）、 ＩＴ パスポート、 基本情報技術者）、 事務能力・一般常識関連 （日商簿記、 秘書検定

等）、 英語力関連 （ＴＯＥに 検定） 等の課外講座を開設しています。

　

なお、 情報システム工学科 「情報技術資格１・□」 科目のＩＴパスポート・基本情報技術者資格、 シ

ステムマネ ジメ ント学科 「ＩＴ パスポート資格」 科目の ＩＴ パスポートなど正規教育課程と関連が深い

資格については、 資格試験の合格を授業科目の単位取得要件とし、資格試験合格と正課の習得双方の

向上を図っています。

　

また、ＦＩＴオープンカレッジでは、ＦＩＴ講座 （本学教員による 「情報・環境・モノづくり関連講座」）

等の特別講座、 情報関連講座及び文化教養講座を開講 （春夏１０４講座、 秋冬９２講座） しました。 受講

者は、 資格取得支援講座８８０名、 情報関連講座４０名、 文化教養講座１，７６６名となっています。

当センターを利用した本学学生の資格取得の状況

資格・試験名 ２８年度 ２７年度

受験者数 合格者数 受験者数 合格者数

Ｍｉｃｒｏｓｏ代ｏｍｃｅＳｐｅｃｉａｌｉｓｔ（ＭＯＳ） ４５２ ４４４ ４１２ ４０６

うち、 学科等専門科日連携 ２７２ ２６９ ２５５ ２５３

ＩＴパスポ」 ト １１８ ３０ １２０ ４３

うち、 情報システム工学科単位要件
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〃

４５
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６
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２

　

０

２１

　

２

ＣＧ検定 １２ ７ ２６ １７

塚現社会快走試験 （ｅｃｏ検定） ２６ １４ ３４ １８

バイオ技術者認定試験 （上級）
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（中 級）

（乙
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１
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うち、 電子情報工学科単位要件

　　

情報システム工学科

　

〃

　　

システムマネ ジメ ント学科

　

〃

　　

情報工学部課外講座

７０ ２２ ７８ ７

１２

３１

７

２

１３

Ｉ

４

１４

４

１９

３

２

０

２

情報セキュリティマネジメ ント ７ ３

うち、 情報工学部課外講座 ６ ２

ＬＰＩＣ （ｌｏｌ．１０２） ９ ７ ３ ０

ＣＣＮＡ （ＩＣＮＤ１、ＩＣＮＤ２） ９ ２ ｌｏ ６

ＷＥＢクリエイター （上級） ６ ６ ９ ９

日商簿記検定 （１級）

　

″

　　

（２級）

　

″

　　

（３級）

Ｉ
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８７

０

７
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０

３９

１３５

０

６
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（１３）課外活動の成績

１）モノづくりセンターの活動

　

モノづくりプロジェクト （２８年度８プロジェクト、 総学生・生徒数８２名 （２９年３月現在）） の諸活

動は、 学生・生徒が主体となって能動的に計画・実行しています。 調査・製作活動はもとより、 各種

の競技会・展示会・コンテスト等に参加し、 その結果・成績等を踏まえ、 当該活動の改善や見直し

（ＰＤＣＡによる継続的改善） を行うことが重要な学修機会となっています。

　

さらに、 リーダー養成の一環として、 各プロジェクトの次年度リーダー及びサブリーダー等を対象

に、 本学セミナーハウスを利用して宿泊研修を実施しました （学生１４名、 教職員４名参加）。 これは、

調査分析力・課題解決力・マネジメント力等の社会人基礎力・人間力を育む試みです。 今後は、 この

ような研修機会を拡大 （参加者数、 開催回数） し、 当該教育効果を向上させる予定です。

　

この他、 当センタ←では、 正規の授業・卒業研究及びサークル等の創作活動の支援、 地域の中学生

・高校生職場体験受入れ、小中学生向けモノづくり教室や電気、機械等の技術講習会等も行いました。

この取組は学内外から大きく注目 （他大学、 高校、 企業等から５０団体の見学・視察） されています。

　

なお、 当センター利用者は毎年高位で推移しています。 上記プロジェクト活動を合わせ年間の延べ

利用者数は１０，３８６人 （２８年度ｌｏ，６８１人、 前年比２９５人減） を数えま した。

プロジェクトの競技会等成績

プロジェク ト名 競技会等での活動成績

ロボコン ＮＨＫ 大学ロボコン２０１６～ ＡＢＵ アジア・太平洋ロボコン代表選考会～出品

ロボット相撲 全日本ロボット相撲３ｋｇ級 （自立型）２台・全国大会出場 （１３年ぶり）

同中国地区大会 （自立型４位・ラジコン型）、 九州地区大会 （自立型４位・ラ

ジコン型） 出場

ソーラーカー ＤＲＥＡＭ ＣＵＰソーラーカー レース鈴鹿２０１６出場

　

本戦３０チーム中２０位

二足歩行ロボット Ｙ０ 仏 ロボまつり４５、４７、４８・バ トル大会出場

　

優勝 （４７） 及び３位な ど

第２９回 ＲＯＢＯ－ＯＮＥ出場、 第１３回 ＲＯＢ０‐ＯＮＥＬｉｇｈｔ出場

モノづくりセンターの社会活動・イベント参加等

社会活動等の概要

夏休み親子モノづくり体験教室開催 （４テーマ、１４９名参加）

第６回みんなの科学広場ｉｎ唐津 （アピルノ唐津）

ロボット工学出前授業 （和白東小学校）、 中学生課外学習受入れ （福岡教育大学附属中学校）

中学生・高校生職場体験等受入れ （２校、１１名）、 湯布院リ」ダ」研修 （１８名参加）

２）課外学習活動等

　

第ｍ期施設・設備整備計画の一環として、Ｂ 棟 （２ 階） にクリエイティ ブ・ラボ、ＩＴ コモンズなど

高度ＩＣＴ環境を整備 （文部科学省 「私立大学等教育研究活性化設備整備事業」 に採択） しました。

　

学生は、 クリエイティブ・ラボなどに整備した、 高性能 ＰＣ 等の機器を利用して、 画像・動画・音

声・ＰＤＦ等デジタルメ ディアやコンピュータグラフィ ックの作成・編集、 プロ グラミング開発や ＷＥＢ

製作などクリエイティブな創作活動に取組んでいます。 特に、 当年度は隣接する新宮町の ＷＥＢ サイ

ト開設 （アプリ開発）・観光ＰＲ動画・観光ＰＲポスター作成など地域の活性化に貢献しました。

（４７）



３）クラブ・サークル活動等

大学、 短大及び高校の全てにおいて、 課外活動も学生・生徒の社会性、 自主・自立 （律） 性等を育

む重要な教育の機会との認識に立ち、 積極的な支援を行っています。

　

当年度も、 強化クラブをはじめ、 全国・九州地区の競技会等で優秀な成績を残しました。 特に秀で

た活動等に対して、 クラブ・サークル活動の表彰基準に沿って次のとおり表彰しました。

　

なお、 強化クラブの活動に対しては、とりわけ本学独自の育英制度として、 学生・生徒の学費軽減、

関係する諸活動経費の補てん等に相応の予算が付与されています。 その日的は、 直接関係する学生・

生徒・教職員の学習 （教育） 活動の奨励はもとより、 学園全体の教育研究活動の活性化をはじめ、 学

校運営の充実強化にあります。

　

おって、 当財政支援制度や表彰制度が組織や財政面で適正規模であるか、また、 学生募集、 入学者

確保、 教育研究活動の活性化、進路保証、 学生・教職員の志気向上等について機能し効果を発揮して

いるか等の不断の検証を行うこととしています。

大学・短大のクラブ・サークル等に対する表彰

クラブ・サークル等 表彰理由

硬式野球部 ・第４５回福岡六大学野球

　

秋季リ」グ戦

　

個人表彰

ラグビー部 ・第５３回全国大学ラグビー選手権大会

　

３回戦進出 （全国ベスト１２）

・九州学生リ←グ

　

０ 部）

　

優勝 ６連覇

吹奏楽団 ・第６４回全日本吹奏楽コンクール

　

金賞受賞

・第６１回九州吹奏楽コンクール

　

金賞受賞

・第４０回全日本アンサンブルコンテストサクソフォン四重奏

　

金貨受賞

・第１０回福岡県アンサンブルコンテスト

　

金賞受賞

弓道部 ・第３０回県大学弓道選手権大会 （男子団体）３位

準硬式野球部 ・福岡県大学準硬式野球

　

春季リーグ戦

　

準優勝・ベストナイン

アイスホッケー部 ・第３７回九州学生ァィスホッヶーリーグ戦大会

　

２部リーグ

　

優勝（１部リ」グ昇格）

・第２４回パピオ杯争奪アイスホッケ」サマーリーグ戦

　

優勝

ァクションサッヵ‐愛好会 ・第１１回アク ションサッカー選手権全国大会２０１６

　

ベス ト４

フットサル同好会 ．第６６回九州地区大学体育大会フットサル競技

　

準優勝

テコンドー部 ・第１６回玄武曾テコンドー交流会２０１６

　

準優勝

その他 （団体） ・新宮町観光ＰＲ動画作成プロジェクトチームＳＴＥＰ 観光ＰＲ動画作成

・ふくおかＩＴ ｗｏｒｋｏｕｔｓ２０１６

　

福岡工業大学たの しんぐうプロジェク ト

　

新

宮町情報ポータルサイト構築・Ｂｅａｃｏｎを用いた観光案内アブリ開発

・社会環境学部ビオトープ研究会

　

平成２８年度第８回福岡市環境行動賃奨

励賞受賞

その他 （個人） ・第６６回九州地区大学体育大会

　

女子４００ｍ自由形優勝・女子２００ｍ自由

形３位

・平成２８年度ゾユ二江ァガン大会１ｏｍエァピストル少年女子４０発競技

　

優勝

・第２８回全日本ロボット相撲中国大会

　

全日本の部自立型

　

４位

（４８）



高校のクラブ活動等の成績
／

　　　

クラブ等 クラブ等の活動成績 （上位大会出場等）

ダンス部 ・Ｍｉｓｓ Ｄａｎｃｅ ＤｒｉｌＩＴｅａｍｌｎｔｅｎｌａｔｉｏｎａｙＵＳＡ２０１７ ＳＭＡＬＬＨＩＰＨＯＰ女子編成

部門３位

・全国高等学校ダンス ドリル選手権２０１６

　

ＨＩＰＨＯＰ女子Ｓｍａｌｌ部門

　

優勝

・第９回日本高校ダンス部選手権 スモールクラス

　

準優勝

吹奏楽部 ・第２９回全日本高等学校選抜吹奏楽大会

　

ゴ」ルデン賞 （２年連続）

・第６４回全日本吹奏楽コンクール

　

金賞

・第６１回九州吹奏楽コンクール

　

高校の部

　

金賞

野球部 ・第９８回全国高等学校野球選手権

　

福岡県大会

　

準優勝

・平成２８年度福岡県高等学校野球連盟南部地区優秀選手選出

女子バレーボール部 ・平成２８年度第７１回国民体育大会２０１６希望郷いわて大会出場（２名選出）

・第２２回全国私立高等学校男女バレーボ」ル選手権大会出場

剣道部 ・第３３回九州高等学校選抜剣道大会

　

男子団体３位

ソフ トテニス部 ・第４６回九州高等学校新人ソフトテニス大会個人戦出場

チアリーダー部 ・ＪＡＰＡＮＣＵＰ２０１６チアリーディ ング日本選手権大会出場

総合部（フィギガスケート） ・平成 ２８年度全国高等学校総合体育人会第６６回全国高等学校スケート競

技・アイスホッケー競技選手権大会フィギュア部門出場

総合部 （水泳） ・平成２８年度全九州高等学校選手権

　

新人水泳競技大会出場

工業科ロボット相撲

プロジェク ト

・第２４回高校生ロボット相撲全国大会

　

経済産業大臣賞

・第２４回高校生ロボット相撲全国大会

　

高校の部 「ラジコン型」 優勝

・第２４回高校生ロボット相撲九州大会

　

高校の部 「自立型」 優勝

工業科ｔＴプロゾエクト ・第３６回全国高等学校 甘・『

　

，票千複大会

　

団体の部九州ブロック６位

科学部 ・平成２９年度日本水産学会春季大会 「高校生による研究発表」

　

金賞

・第７０回全国地学教育研究大会 ジュニアセッション

　

最優秀賞

・日本動物学会

　

ポスター部門

　

優秀賞

その他 （団体） ・九州地区の高校生による 「省エネ政策 提案型パブリック・ディベ」トコ

ンテスト」 準優勝

・落語同好会

　

ひむかの国こども落語全国大会

　

特別賞

・演劇同好会

　

第３１回福岡高等学校総合文化祭演劇部門地区大会

　

舞台美

術賞

その他 （個人） ・第６３回ＮＨＫ杯全国高校放送コンテストアナウンス部門

　

入選

（４９）



（１４）地域貢献活動

１）本学が進める地域貢献の趣旨・目的

　

大学は、 地域にとって重要な知的・人的創造の拠点であり、 地域全体の発展に寄与すべきとの考え

のもと、教育研究活動目的に地域貢献を加え、これを重要な使命のひとつとして取り組んできました。

　

とりわけ、 近年は、 地域の環境問題解決等多様な要請を受け、 地域社会との関係構築・貢献の試み

を進めてきたところです。 この成果のひとつとして、 近年は、 イベントなどで地域の方々に本学を活

用いただく機会が増加していることが確認できます（２６年度：４２件、２７年度５９件、２８年度：６３件）。

２）取組状況及び成果等

地域貢献の区分 取組名称等 取組状況及び当年度の成果等

地域環境の保全 キャンパスクリーンディ （近隣町内

会と共同で実施する環境保全活動）

地域住民・学生の参加協力を得て清掃活

動を実施（毎月１００名前後）

ラブアースクリーンアップキャンペ

」ン （市民・企業・行政が一体とな

って行う環境保全活動）

海岸沿いのゴミを中心に収集・清掃活動

を実施 （学生１０１名参加）

古紙回収活動 （リサイクルボックス

「エコステーション」 の学外設置に

よる定期回収）

地域の環境美化貢献活動 （毎月平均 １．０

～ １．５ トンを回収）

教育・文化の振興 東部地域大学連携 （本学・九州産業

大学・福岡女子大学） の取組

左記３大学学生を主体とした 「東部地域

大学連携シンポジウム」 （福岡市委託事

業） や飲酒撲滅キャンペレンなど実施

ＦＩＴ ジュニア活動 （小中学生を対象

に、 野球を通じて行う地域ぐるみの

青少年健全育成活動）

各学齢期で、 技術・体力に加え礼節の大

切さが身に付き、 人としての成長を確認

古賀市学習アシスタント派遣事業 教職課程を履修した本学学生が、 小・中

学校に赴き、 各校の教員指示のもと学習

指導を実施 （学生１９名参加）

地域課題の解決 新宮町との包括的連携協定事業 町の魅力発信； 絹ポータルサイト構築、

公民館や集会所における寺子屋事業（子

ども見守りサポートなど） を実施

研究活動を通じた地域課題の解決 小学校における

　

ＩＣＴ 技術を駆使した授

業改善指導、 農産物の土壌栽培方法改善

による収量の拡大支援などを実施

福岡和白病院、 創生会との包括的連

携協定事業

地元校区対象の地域包括ケアシステムの

解説、健康寿命並びに肥満に関する連携

公開講座を開催 （合計１００名参加）

地域の安心・安全

（防犯、 防災）

青少年見守り支援事業 地域コミュニティセ ンター （コミセ ン和

白） と共同で行う中高生の居場所づくり

事業

（５０）



地域の安心・安全

（防犯、 防災）

女子学生のための防犯推進活動 東部地域３大学で防犯推進協議会を発足

させ、 先ず 「性犯罪防止キャンペーン」

を街頭で実施

小学校就学前登下校訓練シミュレー

タ開発事業

新宮町の通学路をバーチャルリアリティ

化した歩行イメ」ジを制作し、 福岡県警

察本部との間で開発

地域貢献関連行事の開催状況 （かっこ内は、 主催団体等名）

時期 関連事業の内容

４月 ・城東高校吹奏楽部スプリングコンサート

５月 ・福岡県高等学校総合体育大会バレーボ」ル選手権

・福岡県高等学校総合体育大会バトミントン選手権

・ガールスカウト福岡県連盟

　

定時総会

・ 国際シンポジウム （ＴｈｅｌｓｔＦＩＴ‐ＭＥｓｙｍｐｏｓｉｕｍ）

・２８年度九州・山口地区大学高校数学科入試連絡会 （九州数学教育会）

・Ｆｎ オープンカレッジ地域包括ケアシステム公開講座

・電子－情報通信学会九州支部運営委員会

　

賛助会総会

　

特別講演会

．Ｓｔａｒ

　

Ｎｉｇｈｔ（天体観測会）

６月 ・Ｎｒ水 杯高校放送コンテスト県大会

・２０１６年度九州地区夏季ディベート講座

・カノレチヤーフェスティバル

・２８年度

　

福岡県高言γ決英昭教育研究部定期総会・記念講演会

・全国高等学校ダンスドリル選手権大会２０１６

　

九州大会

・インターナショナルスポーツフェスティバル

・私立大学等経常費補助金説明会 （日本私立学校振興・共催事業団）

７月 ・福岡東地区コーラス交流会

・七夕コンサー ト

・ＣＩＳＩＳ‐ＩＭ工Ｓ‐２０１６国際会議

・２０１６年度九州地区中学・高校ディベ」ト選手権

・暴力追放・地域安全東区民大会

・美和台校区スポーツ大会

・第１４回九州生徒商業研究発表会 （福岡大会）

・全国高等学校ＩＴ・簿記選手権大会 （後援：文部科学省）

・精密工学会九州支部技術交流セミナー

８月 ・チャリティコンサー ト （九州国際フェスティバル実行委員会）

・和白地区小中学校連携合同研修会

９月 ・第１７回福岡市おやじサミット （後援：福岡市教育委員会）

・ガールスカウト福岡連盟

　

指導者研修会
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（９月） ・福岡県高等学校英語スピーチコンテスト （福岡県高等学校英語教育研究部会）

・光和保育園運動会

１０月 ・ＦＩＴオープンカレッジ金融講座 （財務省福岡財務支局）

・和白丘中学校合唱コンクール

・香椎第一中学校合唱コンク」ル

・ＦＩＴオープンカ レッジ医介学連携ロコモティ ブシン ドローム講座

１１月 ・第４８回ス トカスティ ック システムシンポジウム （システム制御情報学会）

・全日本ロボット相撲九州大会 （全国工業高等学校校長協会）

・福岡市東区社会福祉協議会研修会

・東区小学校ドッジボール大会 （福岡市東区子ども会育成連合会）

・２８年度ダンスドリル秋季競技大会

・生命＆ソフトウェア感性工房合同シンポジウム２０１６（日本感性工学会）

・自然科学部門研究発表会 （福岡県高等学校芸術・文化連盟）

１２月 ・地域連携・共生学習会

・地球温暖化防止セミナー （環境省）

・九州英語教育学会

・自然科学部門研究発表会 （福岡県高等学校芸術・文化連盟）

・第２回福岡県高等学校ダンスフェスティバル （全日本高等学校ダンス連盟）

・環境研究所市民公開講座

・社会環境シンポジウム （国公私３大学環境フォーラム実行委員会）

・マノレタクリスマス ジョイ ントコンサ」 ト

・日本技術士会青年技術士交流委員会公開講演会 （日本技術士会九州支部）

・中体連バスケットボール大会 （福岡市中学校体育連盟）

１月 ・ＪＢＡ ソロコンテスト福岡県大会 （日本吹奏楽指導者協会）

．省エネ政策提案型パブリックディベートコンテスト （経済産業省九州経済産業局）

・工業クラブ連盟生徒研究発表会 （福岡県高等学校工業クラブ連盟）

・九州高等学校生徒理科研究発表大会 （九州高等学校理科教育研究会）

２月 ・西日本新聞コミュニケ」ション大賞表彰式

・福岡工業大学吹奏楽団定期演奏会

・福岡県教育連盟研究会 （福岡県教育連盟）

３月 ・ＦＩＴ オープンカ レッジ医介学連携メタボリ ック講座

・最先端加工技術講習会 （公益財団法人飯塚研究開発機構）

・「和白で第九を歌おう」 コンサー ト

・城東高校吹奏楽部スプリングコンサ←ト

・スーパー ドリームコンサー ト （ブリヂス トン吹奏楽団）

（９月）

　

・福岡県高等学校英語スピーチコンテスト （福岡県高等学校英語教育研究部会）
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（１５）志願者・入学者確保の取組

１）大学の入学志願者・入学者の状況

　

大学全体の志願者総数は９，５６４名 （実志願者３，００６名） となり、 前年度と比べ大きく増加 （２，６２５名

（３７．８％） 増） しました。 当年度は、 各学部とも大幅な増加 （工学部は９８１名 （３０．６％） 増、 情報工学

部は１，２８４名 （４２，８％） 増、 社会環境学部は３６０名 （４９．６％） 増） となりました。 全体として、１８年度

（１９年度入試） 以降１１か年連続で増加し、 過去２３年間で最大の志願者となり、 ＭＰの目標のひとつ

である入学定員の１０倍を超える志願者を獲得することができました。

　

この結果、２９年度の入学者は１，０７３名 （うち女子は１２９名） を確保しました。 大学志願動向が２７年

度入試から全国的に文高理低に転じ、 九州・山口地区の理工系学部を主力とする同系統の他大学が大

変な苦戦を強いられる中では、 依然、 優位な状況といえます。

　

当年度の志願者動向として、 推薦入試が ２ 年ぶりに減少 （３，５％減） したものの、Ａ 方式入試 （セン

ター併用入試含む） と Ｃ 方式入試は志願者が大幅に増加しました。Ａ方式入試はセンター併用入試を

新設した効果も加わり ２ 年ぶりに増加 （９，８％増） に転じ、Ｃ 方式入試は中期入試の新設や併願施策の

奏功などにより５６．６％の増加となり、１１か年連続で志願者が増加しています。

　

これに伴い、 継続的に入試難易度は高まり、 偏差値上位校からの出願が増えるとともに入学者の学

力向上が確認できます （偏差値５０以上の高校からの出願率は、 全体の約 ８ 割）。 しかし、 このことは

国公立大学や本学より優位にある私立大学との競合が強まっていることの現れでもあり、 今後入学者

を確保していくためにさらに新しい入試制度の導入を検討すること、 入学者管理の精度を高めること

等が課題であると認識しています。

　

なお、１１ か年連続で志願者が増加したことは、 教職協働のもとでの取組 （模擬講義、 出張講義、 オ

ープンキャンパス、 高校訪問など） を通じ、 教育改善や研究高度化等の活発さや学生支援の丁寧さ、

就職状況の良好さ等の説明に力を注いだことが要因と判断されます。

　

おって、 志願者の拡大傾向、 教育研究力の高まり、 教育環境の整備状況等を総合的に勘案し、 従前

の入学定員 （８３０名） を９１５名に増員しています。

２）短大の入学志願者・入学者の状況

短大の志願者は、２１年度入試の１９２名から増加傾向にあり、２９年度入試では前年度実績を大幅に上

回り ６６９ 名となりました。 （前年度比 ２２３ 名 （５０．０％） 増）。 また、 入学者数も、 前年度と同じように

所定の人員 （定員 １６０名に対して現員 １９３名） を確保しました。 この結果、８か年連続で募集定員を

上回って推移しています。 全国的にみて、多くの短大が入学定員を充足できない （約７害－１が定員割れ）

状況に対し、 大学と同様に優位な状況といえます。

　

志願者確保について、本学園の強み（大学・短大・高校の三位一体を最大限に活かす運営） により、

学園を挙げて教育環境充実、 大学への編入学支援体制の確立、 就職支援充実、 低学費等を積極的に情

報公表する募集活動が奏功した結果といえます。今後も進路保証をはじめとした教育改革に力を注ぎ、

さらに高校や企業等の評価を高め、 志願者数の継続的な維持・増加に努めなければなりません。

　

なお、２１年度以降の学生募集が好調に推移している要因に 「卒業後の進路保証に向けた取組 （ＦＪＣＴ

進路保証プログラム） への期待」 があることが確認されています。 この確実な成果の創出こそが今後

の短大運営安定化の生命線と認識し、 いっそう関連諸施策を推進しています。
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３）高校の入学志願者・入学者の状況

　

高校では、１６年度 （１７年度入試） 以降７か年連続で志願者を増加させ、 近年は、 継続して高位安定

しています （２９年度入試では福岡地区で第３位）。 また、 志願倍率も福岡地区で第１位の４，５１倍とな

りました。（２８年度入試４．３９倍）

　

福岡地区は、 私立高校のおよそ ６ 割が学則定員を確保できない厳しい状況の中、 本校は定員を上回

って入学者を確保 （５５０名定員に対し７５７ 名入学） しました。 このことは、 ①高校教職員が‐一体とな

って募集活動 （中学校訪問、 学校見学会など） へ力を注いできたこと、 ②正課・課外教育の双方での

教科力・指導力向上を中核とした進路保証の取組を行ったこと、 ③２７年度から生徒の意欲・能力を見

極めたうえでより細かいクラス編成を行ってきたことなどが、 中学校や進学塾等から高く評価され、

信頼を得ているためと考えられます。

入試（志願者）・入学者実績

学部等 ２８年度 （２９年度入試） ２７年度 （２８年度入試） 増

　

減

志願者 入学者 志願者 入学者 志願者 入学者

工学部

情報工学部

社会環境学部

４，１９１

４，２８７

１，０８６

４４３

４３６

１９４

３，２１０

３，００３

７２６

４２１

４０２

１８７

９８１

１，２８４

３６０

２２

３４

７

（大学学部合計） ９，５６４ １，０７３ ６，９３９ １’０１０ ２，６２５ ６３

大学院 ６７ ５７ ８０ ６９ △１３ △１２

短期大学部 ６６９ １９３ ４４６ １８１ ２２３ １２

高

　

校 ２，３１３ ７５７ ２，２４８ ７０６ ６５ ５１
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